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周防大島町告示第92号 

 平成28年第４回周防大島町議会定例会を次のとおり招集する 

    平成28年11月30日 

                              周防大島町長 椎木  巧 

１ 期 日  平成28年12月７日 

２ 場 所  大島庁舎議場 

────────────────────────────── 

○開会日に応招した議員 

藤本 淨孝君          新田 健介君 

吉村  忍君          砂田 雅一君 

田中 豊文君          吉田 芳春君 

平野 和生君          松井 岑雄君 

尾元  武君          新山 玄雄君 

中本 博明君          久保 雅己君 

小田 貞利君          荒川 政義君 

───────────────────────────── 

○12月16日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○12月19日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○応招しなかった議員 

 

────────────────────────────── 
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─────────────────────────────────────────── 

平成28年 第４回（定例）周 防 大 島 町 議 会 会 議 録（第１日） 

                             平成28年12月７日（水曜日） 

─────────────────────────────────────────── 

議事日程（第１号） 

                         平成28年12月７日 午前９時30分開会 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 行政報告並びに議案説明 

 日程第５ 同意第１号 周防大島町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めるこ

とについて 

 日程第６ 議案第１号 平成２８年度周防大島町一般会計補正予算（第３号） 

 日程第７ 議案第２号 平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第８ 議案第３号 平成２８年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第９ 議案第４号 平成２８年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第10 議案第５号 平成２８年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第11 議案第６号 平成２８年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第12 議案第７号 平成２８年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第13 議案第８号 平成２８年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第14 議案第９号 平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第15 議案第10号 平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計補正予算（第２号） 

 日程第16 議案第11号 周防大島町水道事業の設置等に関する条例の制定について 

 日程第17 議案第12号 周防大島町水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の制定に

ついて 

 日程第18 議案第13号 周防大島町水道事業給水条例の制定について 

 日程第19 議案第14号 周防大島町水道事業行政財産使用料徴収条例の制定について 

 日程第20 議案第15号 周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正に

ついて 

 日程第21 議案第16号 周防大島町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 日程第22 議案第17号 周防大島町一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 日程第23 議案第18号 周防大島町税条例等の一部改正について 
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 日程第24 議案第19号 周防大島町国民健康保険税条例の一部改正について 

 日程第25 議案第20号 周防大島町病院等事業の設置等に関する条例等の一部改正について 

 日程第26 議案第21号 柳井地域広域水道企業団規約の変更について 

 日程第27 議案第22号 周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設等の指定管理者の指定につい

て 

 日程第28 周防大島町選挙管理委員会委員及び補充員の選挙 

 日程第29 地域活性化特別委員会の設置について 

 日程第30 防災対策特別委員会の設置について 

 日程第31 議会広報編集特別委員会の設置について 

 日程第32 猪対策特別委員会の設置について 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 行政報告並びに議案説明 

 日程第５ 同意第１号 周防大島町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めるこ

とについて 

 日程第６ 議案第１号 平成２８年度周防大島町一般会計補正予算（第３号） 

 日程第７ 議案第２号 平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第８ 議案第３号 平成２８年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第９ 議案第４号 平成２８年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第10 議案第５号 平成２８年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第11 議案第６号 平成２８年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第12 議案第７号 平成２８年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第13 議案第８号 平成２８年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第14 議案第９号 平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第15 議案第10号 平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計補正予算（第２号） 

 日程第16 議案第11号 周防大島町水道事業の設置等に関する条例の制定について 

 日程第17 議案第12号 周防大島町水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の制定に

ついて 

 日程第18 議案第13号 周防大島町水道事業給水条例の制定について 
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 日程第19 議案第14号 周防大島町水道事業行政財産使用料徴収条例の制定について 

 日程第20 議案第15号 周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正に

ついて 

 日程第21 議案第16号 周防大島町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 日程第22 議案第17号 周防大島町一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 日程第23 議案第18号 周防大島町税条例等の一部改正について 

 日程第24 議案第19号 周防大島町国民健康保険税条例の一部改正について 

 日程第25 議案第20号 周防大島町病院等事業の設置等に関する条例等の一部改正について 

 日程第26 議案第21号 柳井地域広域水道企業団規約の変更について 

 日程第27 議案第22号 周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設等の指定管理者の指定につい

て 

 日程第28 周防大島町選挙管理委員会委員及び補充員の選挙 

 日程第29 地域活性化特別委員会の設置について 

 日程第30 防災対策特別委員会の設置について 

 日程第31 議会広報編集特別委員会の設置について 

 日程第32 猪対策特別委員会の設置について 

────────────────────────────── 

出席議員（14名） 

１番 藤本 淨孝君       ２番 新田 健介君 

３番 吉村  忍君       ４番 砂田 雅一君 

５番 田中 豊文君       ６番 吉田 芳春君 

７番 平野 和生君       ８番 松井 岑雄君 

９番 尾元  武君       10番 新山 玄雄君 

11番 中本 博明君       12番 久保 雅己君 

13番 小田 貞利君       14番 荒川 政義君 

────────────────────────────── 

欠席議員（なし） 

────────────────────────────── 

欠  員（なし） 

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

事務局長 福田 美則君     議事課長 大川  博君 



- 5 - 

書  記 岡本 義雄君                 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

町長 …………………… 椎木  巧君   代表監査委員 ………… 西本 克也君 

副町長 ………………… 岡村 春雄君   教育長 ………………… 西川 敏之君 

公営企業管理者 ……… 石原 得博君   総務部長 ……………… 奈良元正昭君 

産業建設部長 ………… 池元 恭司君   健康福祉部長 ………… 平田 勝宏君 

環境生活部長 ………… 佐々木義光君   久賀総合支所長 ……… 松田  博君 

大島総合支所長 ……… 奥村 正博君   東和総合支所長 ……… 中田 兼歳君 

橘総合支所長 ………… 青木 一郎君                      

会計管理者兼会計課長 ……………………………………………………… 木村 秀俊君 

教育次長 ……………… 岡野 正徳君   公営企業局総務部長 … 藤田 隆宏君 

総務課長 ……………… 中村 満男君   財政課長 ……………… 重冨 孝雄君 

水産課長 ……………… 瀬川 洋介君   上下水道課長 ………… 伊村 明彦君 

────────────────────────────── 

午前９時30分開会 

○議長（荒川 政義君）  改めまして、おはようございます。 

 本日は、御出席いただき、ありがとうございます。ただいまから、平成２８年第４回周防大島

町議会定例会を開会いたします。 

 直ちに、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配布してあるとおりです。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．会議録署名議員の指名 

○議長（荒川 政義君）  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 今期定例会の署名議員は、会議規則第１２７条の規定により、３番、吉村忍議員、４番、砂田

雅一議員を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２．会期の決定 

○議長（荒川 政義君）  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期は、去る１１月３０日開催の議会運営委員会において協

議の結果、お手元に配布してある会期日程のとおり、本日から１２月１９日までの１３日間とし

たいと思います。御異議ありませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は、お手元に配布して

ある会期日程のとおり、本日から１２月１９日までの１３日間とすることに決定しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第３．諸般の報告 

○議長（荒川 政義君）  日程第３、諸般の報告を行います。 

 本年９月以降、本日まで議会に提出されております文書についてを御報告いたします。 

 まず、地方自治法の規定に基づき、監査委員から例月現金出納検査（９月・１０月・１１月実

施分）及び定期監査（９月・１０月・１１月実施分）の結果の報告がありましたので、お手元に

その写しを配布いたしております。 

 次に、陳情・要望について２件受理しております。議会運営委員会でお諮りいただき、陳情・

要望第３８号地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書については、最終日に上程を

予定しております。陳情・要望第１号平成２９年度市町予算編成に際しての商工会助成について

は、議員配布として、既にお手元にお届けしております。 

 続いて、系統議長会関係について、１１月２日、山口県町議会議長会１１月定例会が開催され、

平成２９年度事業計画や山口県知事へのイノシシ等の鳥獣被害防止対策への財政支援要請等につ

いて協議がなされ、議決されました。 

 １１月８日、第３５回離島振興市町村議会議長全国大会が開催され、離島航路・航空路支援法

（仮称）の早期制定を求める特別決議など、特別決議１件、１４項目の要望が議決されました。 

 翌９日には第６０回町村議会議長全国大会が開催され、東日本大震災及び熊本地震からの復

旧・復興と大規模災害対策の確立に関する特別決議など特別決議５件、２５項目の要望、さらに

は地方議会議員選挙の活性化など、町村議会の充実強化に関する重点要望が議決されました。 

 続いて、研修について、９月２９日、セントコア山口におきまして自治研修会が開催され、常

任委員長さんをはじめ、４名の議員さんが出席されております。 

 続いて、町人会関係について、９月２５日の近畿東和会へ新山議員さんが、１０月１５日の東

京東和町人会へ田中議員さんが、１１月１９日の東京大島郡人会と１１月２０日の近畿大島会へ

尾元議員さんと私、荒川が出席いたしました。 

 それぞれの会におきまして、会員との情報交換と親睦の輪を広め、語らいの中から、ふるさと

に対する熱い思いと思いを寄せる期待の大きさに、島を守る我々の責任の重大さを肝に銘じたと

ころでございます。 

 関係議員さん、皆さん大変お疲れさまでございました。 

 また今後、東京久賀倶楽部、東京たちばな会、関西橘町人会が予定されており、この件につき
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ましては、議員派遣として御議決をいただく予定にしておりますので、よろしくお願いを申し上

げます。 

 以上、諸般の報告を終わります。 

────────────・────・──────────── 

日程第４．行政報告並びに議案説明 

○議長（荒川 政義君）  日程第４、行政報告並びに議案の説明に入ります。 

 町長から、行政報告並びに議案の説明を求めます。椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  おはようございます。平成２８年第４回周防大島町議会定例会を招集い

たしましたところ、議員各位におかれましては、師走の大変御多忙の折にもかかわりませず御参

集を賜り、誠にありがとうございます。 

 最初に、３期目就任後、初の議会定例会の開会にあたりまして、私の町政運営に関する所信の

一端を申し述べ、町議会並びに町民の皆様の御理解と御協力をお願いする次第であります。 

 このたびの町長選挙におきまして、無投票により３期目の町政を担わせていただくこととなり、

周防大島町が直面している課題の大きさと重さと町民の期待で、身の引き締まる思いであります。 

 町民の皆様から付託されました、誰もが主役になれるまち、そして幸せに暮らせるまちづくり

の実現に向け、しっかりとこれに取り組んでいく所存であります。 

 そのためには、やはり合併以来の最重要課題でありました財政の健全化は、引き続き取り組む

べき課題であるということは言うまでもありません。これまで、皆さんの御協力をいただきなが

ら、大胆な行財政改革を徹底し取り組んできた結果、ようやく中期的な財政運営に目途が立って

きたところであります。しかしながら、任期中に合併から１５年を迎えるということとなります。

国からの財政支援が終了するなど、今後迎える財政環境を見据えれば、今まで以上に行政の効率

化・簡素化に間断なく取り組んでいく必要があると思っております。いかなる行政運営も健全な

る財政の上に成り立つことをしっかり意識し、どのような財政環境の変化にも耐えうる、持続可

能な行財政運営に取り組んでまいります。 

 次に定住対策であります。今、一番の課題は人口の減少対策であり、その正念場を迎えている

と思っております。急激に進む少子高齢化、これによって起こる過疎などの社会の構造変化や、

これがもたらす地域経済の縮小は、我が国全体においても深刻な問題であります。国全体で人口

が減少する中、本町の人口を増加させるということは非常に困難なことであります。 

 これまで、産業振興から定住基盤の拡充として観光交流人口１００万人を目指し、交流人口の

拡大に努め、さらには定住へとつながる取り組みを行ってまいりました。これからは、地方創生

を追い風とし、観光交流人口１００万人構想の実現を図るとともに、人や仕事の流れを定住につ

なげ、交流から定住へ、そして地域で頑張っている方も、移住定住された方も、誰もが主役にな
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れるまちへの取り組みにあらゆる政策資源を投入し、やれることは何でもやる覚悟で臨んでまい

ります。 

 第２番目は、防災対策であります。これまで、学校や病院の耐震化率１００％を達成し、さら

には防災行政無線やケーブルテレビ、また、防災備蓄倉庫の整備などを進めてまいりました。し

かしながら、全国自治体の防災意識の転機となりました東日本大震災以降も、台風や集中豪雨、

さらには火山活動も含め、多様化・大規模化する自然災害の脅威を目の当たりにし、地域防災力

の強化と幅広い対応など、自治体への課題はますます拡大しているところであります。 

 安全・安心を確保するための防災対策は喫緊の課題であり、スピード感を持って臨む必要があ

ります。実効性のある自主防災組織を全地域に組織するとともに、自助・共助・公助の役割分担

の意識の向上を図るなど、防災対策に完全ではなくとも万全を求めてまいります。 

 周防大島町でどのような災害が起きようとも、１人の犠牲者も出さないということを第一に、

防災対策に努めてまいります。 

 第３番目は、健康づくりであります。子供から高齢者、健康な人も含めて、それぞれに合った

効率性のある取り組みを推進することが健康づくりの施策でありますが、特に、本町のように高

齢化率５０％を超える高齢化社会の中では、健康づくりは大変重要な課題であります。 

 国においては、健康増進と医療費適正化の観点から予算の重点化を図るとしておりますが、地

方の現状からすると、さらなる取り組みが必要であります。 

 周防大島町は、元気な高齢者が多い生涯現役のまちでありますが、さらに健康寿命を延伸させ、

平均寿命に健康寿命を近づけることで、幸せに暮らせることを実感できるという信念のもとに、

健康寿命を延ばす取り組みを進めてまいります。 

 また、喫緊の課題として、さらなる鳥獣害対策に取り組まなければならない状況になっており

ます。 

 これから新たに与えられた４年間は、周防大島町政にとって、財政環境を含め大きな転換期を

迎えることになります。私といたしましては、町議会並びに町民の皆様の御協力をいただきなが

ら、初心を忘れることなく、真面目に、誠実に、地道に、謙虚に、そして確実にをモットーに町

政を推進してまいる覚悟であります。 

 今後とも、皆様方のより一層の御指導、御支援を賜りますようお願い申し上げ、３期目就任に

あたりましての所信の表明とさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 続きまして２点、御報告を申し上げます。まず１点は、訴訟の応訴に関し３件の御報告であり

ます。 

 １件目は、公文書部分公開決定処分取消及び全部公開義務付け請求事件訴訟についてでありま

す。 
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 去る平成２８年８月１５日付で、周防大島町大字東安下庄１３９番地３在住の田中豊文氏が、

町を相手に、公文書公開請求をした文書の部分公開決定を取り消し、全部の公開を求める住民訴

訟を山口地方裁判所に提起いたしました。平成２８年９月２１日付で訴状が町に送付され、平成

２８年１０月２６日午前１０時４０分から第１回口頭弁論が行われ、１２月２日に第２回目の口

頭弁論が行われたところであります。 

 本件に関しましては、町は、公文書公開請求をした文書についての部分公開決定処分は適法で

あると判断し、町の顧問弁護士に委託し、公文書部分公開決定処分取消及び全部公開義務付け請

求事件として応訴することといたしました。 

 ２件目は、損害賠償事案についてであります。 

 平成２８年１０月３日付で、周防大島町介護保険課、元臨時職員河村篤志氏が、全国全ての保

険者が行う介護保険住宅改修の変更申請業務という公務において、町からの事務処理についての

指示が違法行為であると主張し、職務命令に従わなかったため、契約期間満了に伴う雇用の打ち

切りを行ったところ、それを不服とし、介護保険課長を相手に慰謝料請求の訴訟を柳井簡易裁判

所へ提起いたしました。平成２８年１０月７日に訴状が町に対して送付され、平成２８年１１月

１日を口頭弁論期日、答弁書提出期日を平成２８年１０月２６日までとされたところであります。 

 本件に関しましては公務に係るものであり、本来、国家賠償法事案でありまして、周防大島町

が本訴訟の結果について法律上の利害関係を有するため、訴訟代理人弁護士として町の顧問弁護

士に委託し、損害賠償請求事件として応訴することといたしました。 

 ３件目は、損害賠償請求住民訴訟についてであります。 

 平成２８年１０月４日付で、周防大島行政監視グループ代表田中豊文氏が、町を相手に、平成

２７年度における交際費２件、２,５００円の支出が違法な公金支出であるとして、損害賠償請

求の住民訴訟を山口地方裁判所に提起をいたしました。 

 １１月８日に訴状が町に対し送付され、平成２８年１２月２日に第１回口頭弁論期日と指定さ

れ、先日実施されたところであります。 

 本件に関しましては、町は交際費として適正な支出として判断しており、町の顧問弁護士に委

託し、損害賠償請求事件として応訴することといたしました。 

 以上、訴訟の応訴に関する御報告であります。 

 続いて２点目は、Ｆ─３５Ｂの岩国基地への配備について、今日までの経緯について御報告を

させていただきます。 

 Ｆ─３５Ｂの我が国への配備につきましては、平成２５年、２０１３年ですが、１０月３日の

日米安全保障協議委員会、俗に「２プラス２」と言われているものでございますが、これにおき

まして２０１７年に配備されることが確認されておりました。その後、配備先等の詳細について
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日米間で協議が進められ、米国政府から日本政府に対し、Ｆ─３５Ｂを岩国飛行場に配備するこ

との正式な説明がなされ、本年８月２２日、外務大臣政務官、防衛大臣政務官が来県し、県庁に

おきましてその説明が行われました。 

 改めて配備計画の概要を申し上げますと、平成２９年１月に、現在、岩国基地に配備されてい

るＦＡ─１８ホーネット３部隊のうち、１部隊１２機をＦ─３５Ｂ１０機に機種変更し、その後、

同年８月、同じく岩国飛行場に現在配備されているＡＶ─８Ｂハリアー部隊の８機をＦ─３５Ｂ

６機に機種変更するというものであります。 

 私もこれに同席し、本町では航空機騒音が増加した地域があり、Ｆ─３５Ｂの配備に伴いまし

て住民はさらに不安を感じると思う、騒音の影響は地域によって異なるものであり、国のきめ細

やかな対応が必要であると申し上げた次第であります。 

 国から説明を受け、８月２５日に県及び岩国市から中国四国防衛局に対しまして、騒音や安全

性、大気・水質など、１７項目にわたり文書照会を行ったところ、９月２３日に国から文書回答

と騒音予測コンターの提示がなされたところであります。 

 その後、岩国市においては、９月２７日、１１月２日に市議会全員協議会を、また、和木町に

おいても１０月３１日に町議会全員協議会を開催し、質疑や意見聴取等が行われております。 

 なおこの間、１０月１３日には米国から外務省に対し、Ｆ─３５Ｂへの機種変更についての接

受国通報がなされております。 

 本町では、１１月４日に町議会全員協議会の開催をお願いし、主に国に対する１７項目の照

会・回答をもとに説明をさせていただき、議員の皆さんの御意見をお聞きした上で、Ｆ─３５Ｂ

の岩国飛行場への配備については、これを了承することについてはやむを得ないとの結論とさせ

ていただきました。 

 １１月８日に、山口県知事、岩国市長、和木町長及び私が、県庁においてＦ─３５Ｂの岩国基

地配備に関する協議を行い、今般の機種更新に係る配備計画については、基地機能強化にあたら

ないことから計画を受け入れるとし、国に対して受け入れを了承する考えを伝えるとともに、あ

わせて騒音対策や安全性の確保などを要望することといたしました。 

 しかしながら、同日の夕刻、中国四国防衛局から、１０月２７日にサウスカロライナ州の海兵

隊ビューフォート航空基地所属のＦ─３５Ｂが飛行中に出火し、クラスＡの事故として登録され

たことの情報提供を受けたため、直ちに、県、関係市町が協議を行い、受け入れの判断を一旦留

保することに至ったわけであります。 

 また、１１月１０日には、県知事から外務・防衛両大臣に対し、早急に事故原因やその対策の

詳細について米国側に求め、その内容を説明するよう強く要請を行いました。 

 そして、１１月２９日に、外務副大臣、防衛大臣政務官から山口県及び岩国市に、また翌日
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１１月３０日には、中国四国防衛局長から和木町及び本町に対して、Ｆ─３５Ｂの出火事案に係

る米側から情報提供のあった事案の原因や再発防止策等の説明が行われたところであります。 

 本町ではこれに、荒川議長、久保岩国基地関連対策特別委員会委員長の同席をいただきまして、

今後の適切な情報開示と迅速な情報提供を強く申し入れたところであります。 

 以上のとおり、Ｆ─３５Ｂの岩国飛行場への配備について、これまでの経緯を申し上げました

が、今後は本議会の御意見をお聞きするとともに、県及び関係市町と協議を重ねながら適切に対

処していきたいと考えております。 

 それでは、提出議案の概要につきまして、御説明を申し上げます。 

 本定例会に提案をいたしております案件は、人事案件１件、補正予算に関するもの１０件、条

例の制定・改正について１０件、一部事務組合の規約の変更１件、指定管理者の指定１件の合計

２３件であります。 

 同意第１号は、任期満了に伴い、周防大島町固定資産評価審査委員会委員の選任について、議

会の同意を求めるものであります。 

 議案第１号は、平成２８年度一般会計補正予算（第３号）であります。 

 既定の予算に２億３,２２３万６,０００円を追加し、予算の総額を１５２億６,２４３万

１,０００円とするものであります。 

 議案第２号は、平成２８年度国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）であります。 

 既定の予算から３３６万２,０００円を減額し、補正後の予算の総額を３８億７,８１０万

７,０００円とするものであります。 

 議案第３号は、平成２８年度後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）であります。 

 既定の予算から３万６,０００円を減額し、補正後の予算の総額を４億４,７５２万

６,０００円とするものであります。 

 議案第４号は、平成２８年度介護保険事業特別会計補正予算（第２号）であります。 

 保険事業勘定の既定の予算から１,４３１万６,０００円を減額し、補正後の予算の総額を

３４億４,５９３万６,０００円とするものであります。 

 議案第５号は、平成２８年度簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）であります。 

 既定の予算から３,９５８万６,０００円を減額し、補正後の予算の総額を９億８,６６０万

８,０００円とするものであります。 

 議案第６号は、平成２８年度下水道事業特別会計補正予算（第２号）についてであります。 

 既定の予算に１,０１４万６,０００円を追加し、補正後の予算の総額を１０億１,１０９万

５,０００円とするものであります。 

 議案第７号は、平成２８年度農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）であります。 
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 既定の予算に５万円を追加し、補正後の予算の総額を３億３,９４３万８,０００円とするもの

であります。 

 議案第８号は、平成２８年度漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）についてでありま

す。 

 既定の予算に１８７万２,０００円を追加し、補正後の予算の総額を４,２４１万４,０００円

とするものであります。 

 議案第９号は、平成２８年度渡船事業特別会計補正予算（第２号）についてであります。 

 既定の予算に８万７,０００円を追加し、補正後の予算の総額を８,５２３万９,０００円とす

るものであります。 

 議案第１０号は、平成２８年度公営企業局企業会計補正予算（第２号）についてであります。 

 業務の予定量並びに収益的収入及び支出予算を補正するものであります。 

 議案第１１号から議案第１４号までは、条例の制定についてであります。 

 議案第１１号周防大島町水道事業の設置等に関する条例、議案第１２号周防大島町水道事業職

員の給与の種類及び基準に関する条例、議案第１３号周防大島町水道事業給水条例、議案第

１４号周防大島町水道事業行政財産使用料徴収条例の４議案は、いずれも、前島、笠佐島、浮島

の３離島の簡易水道事業を除く１０カ所の簡易水道事業と１カ所の飲料水供給施設を平成２８年

度末までに統合し、統合水道事業を地方公営企業として設置する規定及び経営の基本に関する事

項等を規定する条例の整備について、条例の制定やその条例の制定に関連する条例の一部改正を

行うものであります。 

 議案第１５号周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正は、地方公務

員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は介護を行う労働者の福祉に関す

る法律の一部改正に伴い、条文の整備を行うものであります。 

 議案第１６号は、周防大島町職員の育児休業等に関する条例の一部改正は、議案第１５号と同

様に、地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は介護を行う労働

者の福祉に関する法律の一部改正に伴い、条文の整備を行うものであります。 

 議案第１７号周防大島町一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正は、山口県人事委員会

の勧告に基づき、所要の改正を行うものであります。 

 議案第１８号周防大島町税条例等の一部改正は、地方税法等の改正に伴い、所要の改正を行う

ものであります。 

 議案第１９号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正は、所得税法等の一部改正に伴い、所

要の改正を行うものであります。 

 議案第２０号周防大島町病院等事業の設置等に関する条例等の一部改正は、水道事業を地方公
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営企業として設置することに伴い、事業内容を明確にするため、公営企業局を病院事業局に改め

ることとし、所要の改正を行うものであります。 

 議案第２１号柳井地域広域水道企業団規約の変更は、地番変更が実施されたため、事務所の所

在地番を改正するものであります。 

 議案第２２号周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設等について、指定管理者の指定について、

お諮りするものであります。 

 以上、議案等の概要につきまして御説明を申し上げましたが、詳しくは提案の都度、私または

関係参与が御説明いたしますので、何とぞ慎重なる御審議の上、適正なる御議決を賜りますよう

よろしくお願いいたします。 

 終わります。 

○議長（荒川 政義君）  以上で、行政報告並びに議案の説明を終わります。 

────────────・────・──────────── 

日程第５．同意第１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第５、同意第１号周防大島町固定資産評価審査委員会委員の選任に

つき同意を求めることについてを議題とします。 

 補足の説明を求めます。椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  同意第１号周防大島町固定資産評価審査委員会委員の選任について補足

説明を申し上げます。 

 本案は、本年１２月１５日をもって任期満了となります竹本厚三氏、田中忠治氏、中村鈴美氏、

東原平典氏の４名を、周防大島町固定資産評価審査委員として再度任命いたしたく、議会の御同

意をいただくため、提案するものであります。 

 ４氏の経歴は関係資料のとおりでございますが、４氏とも温厚誠実な人柄、また、豊富な経験

と識見をお持ちの方々であり適任と考え、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、選任にあ

たりまして議会の御同意を賜りますようお願いいたします。 

 なお、任期は平成２８年１２月１６日から平成３１年１２月１５日までの３年間でございます。

よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりました。 

 お諮りします。本件は、人事案件でありますので、質疑、討論は省略したいと思いますが、御

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。 

 これより採決を行います。起立による採決を行います。 
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 同意第１号周防大島町固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて、

最初に、竹本厚三氏の選任について同意することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、竹本厚三氏の選任について同意すること

に決定しました。 

 続いて、田中忠治氏の選任について同意することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、田中忠治氏の選任について同意すること

に決定しました。 

 続いて、中村鈴美氏の選任について同意することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、中村鈴美氏の選任について同意すること

に決定しました。 

 続いて、東原平典氏の選任について同意することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、東原平典氏の選任について同意すること

に決定しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第６．議案第１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第６、議案第１号平成２８年度周防大島町一般会計補正予算（第

３号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  議案第１号平成２８年度周防大島町一般会計補正予算（第３号）に

つきまして補足説明をいたします。 

 別冊の補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、第１条のとおり既定の歳入歳出予算に２億３,２２３万６,０００円を追加し、

予算の総額を１５２億６,２４３万１,０００円とするとともに、第２条において債務負担行為の

補正を、第３条において地方債の補正を行うものでございます。 

 まず、歳入歳出予算の補正につきまして、事項別明細書により御説明させていただきます。 

 １１ページをお願いたします。 

 歳入でございます。歳入の１３款国庫支出金１項国庫負担金１目民生費国庫負担金は、社会福

祉費負担金において国保基盤安定負担金の確定による追加計上を、また障害福祉費負担金におい
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ては、歳出に連動し、障害者自立支援給付費負担金を追加計上するものでございます。 

 ２項国庫補助金２目民生費国庫補助金は、国の経済対策による臨時福祉給付金事業及び子ど

も・子育て支援事業として児童相談システム導入、保育対策総合支援事業として、公立保育所に

おける事故防止対策の強化を図るビデオカメラ設置に対する国庫補助金の追加計上でございます。 

 １４款県支出金１項県負担金１目民生費県負担金は、国庫負担金と同様に、社会福祉費負担金

において国保基盤安定負担金を、障害福祉費負担金において障害者自立支援給付費負担金を追加

計上するものでございます。 

 １２ページ、２項県補助金２目民生費県補助金は、社会福祉費補助金において、交付額の確定

による国保負担軽減対策費助成事業補助金の減額計上を、障害福祉費補助金では５年に一度実施

される障害者の方への実態調査の事務費補助金の新規計上を、児童福祉費補助金では、国庫補助

金と同様に、児童相談システム導入に関する補助金の新規計上を行うものでございます。 

 ４目農林水産業費県補助金は、農業費補助金において、農地集積に係る対象農地の確定に伴う

機構集積協力金交付事業補助金を、水産業費補助金は、追加内示による水産物供給基盤機能保全

事業補助金等を、５目商工費補助金は、補助基準変更による廃止バス路線代替バス運行事業補助

金を追加計上いたしております。 

 １５款財産収入１項財産運用収入１目財産貸付収入は、浮島漁業者住宅への新規入居に伴う建

物貸付収入を追加計上するものでございます。 

 １３ページ、１６款寄附金は、周防大島高等学校への通学支援費給付基金への寄附金３０５万

円を追加計上いたしております。 

 １７款繰入金は、財政調整基金を４,５８８万４,０００円取り崩し、財源調整を行うとともに、

ちびっ子医療費助成事業基金及び、まち・ひと・しごと創生基金につきましても、事業費の増減

に合わせた調整を行っております。 

 １９款諸収入は、片添ヶ浜施設使用料につきまして、これまでの実績から６００万円追加計上、

臨時福祉給付金の誤支給に関する返還金をそれぞれ追加計上するものでございます。 

 １４ページ、２０款町債は、過疎対策事業債及び合併特例事業債におきまして、歳出予算の増

減に伴い調整を行うものでございます。 

 次に、歳出でございます。 

 １５ページをお願いいたします。 

 今回は、一般会計並びに各特別会計におきまして、当初予算編成以降の人事異動、山口県人事

委員会の勧告による給与改定等に伴う職員人件費の調整等を行っております。その総額は、一般

会計において１８９万７,０００円の追加、漁業集落排水事業特別会計及び公営企業局企業会計

を除く特別会計におきましては、１,７５０万１,０００円の減額となっております。 
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 それでは、職員人件費以外の主なものにつきまして御説明をさせていただきます。 

 １款議会費１項議会費１目議会費、議会運営経費は、議員定数削減による報酬の減額、支給率

改定による議員期末手当の追加計上でございます。 

 １６ページ、２款総務費１項総務管理費１目一般管理費、行政一般経費は、法律相談の回数増

による手数料８１万円の追加、契約監理一般経費では、簡易水道事業の来年度の公営事業への移

行による契約・工事監理システム改修業務８８万８,０００円を計上するものでございます。 

 ２目文書広報費は、増加が見込まれる情報公開審査会の委員報酬を、７目支所及び出張所費は、

地域の要望に対応するための工事請負費等を追加計上するとともに、椋野出張所経費から白木出

張所経費までは、単価改定による非常勤嘱託職員報酬の不足見込み額をそれぞれ計上するもので

ございます。 

 １８ページ、８目電子計算費は、来年７月からのマイナンバー制度稼働に備えて、特定個人情

報の安全管理措置について取り扱いマニュアルを策定するため、個人情報取扱関連業務１６２万

円を新規計上いたしております。 

 ２項徴税費１目税務総務費は、公図作成時の錯誤の修正を行う公図修正業務２９万

７,０００円を、１９ページ、土地の課税誤りによる固定資産税過誤納分返還金１６万円及び償

還金５０万円を追加計上するものでございます。 

 ２目賦課徴収費は、土砂災害特別警戒区域に指定された土地の評価替えを行うために指定地番

の選定を行う土地評価業務１９万５,０００円を新規に計上いたしております。 

 また、３項戸籍住民基本台帳費は、本人確認がとれない住民や住民登録外の方々の本人確認情

報に必要な端末機を日良居庁舎に設置する備品購入費６９万７,０００円の新規計上でございま

す。 

 ２０ページ、３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費は、臨時福祉給付金の誤支給に関

する国への償還金１４万８,０００円、審査件数が増えたことによる中学生医療費審査支払事務

委託料３万６,０００円、国の経済対策であります臨時福祉給付金事業へ１億１,２２３万円の追

加計上をしております。 

 ２１ページ、２目障害福祉費では、障害福祉一般経費において５年に一度実施される障害者の

方への実態調査経費を、２２ページ、障害者自立支援給付費事業においては、高額の補装具申請

があったことによる補装具費給付費の１６８万１,０００円を追加計上するものでございます。 

 ３目老人福祉費は、高齢者保健福祉計画の実績評価、検証等を行うための経費を新規に計上し

ております。 

 ２３ページ、２項児童福祉費１目児童福祉総務費、児童福祉総務一般経費は、公立保育所のＩ

ＣＴ化推進事業として保育士の負担軽減を図るため、保育業務支援システム導入や事故防止や事
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故後の検証のためのカメラ設置に関する経費を、２４ページ、家庭児童相談援助事業は、子ど

も・子育て支援事業として、児童相談システム導入業務委託料３５６万４,０００円を新規計上

するものでございます。 

 ２５ページ、４目保育所費、日良居保育所運営経費は、転居等による入所児童数の増加に伴う

運営費の増額見込みによる指定管理料８７９万４,０００円の追加計上を行うものでございます。 

 ２７ページ、４款衛生費２項清掃費１目清掃総務費、久賀東庁舎維持管理事業は、電話料金等

の増額が見込まれることから、通信運搬費を追加計上しております。 

 ２８ページ、５款農林水産業費１項農業費３目農業振興費、担い手総合支援事業は、事業費の

確定による交付金の減額を、２９ページ、特産対策事業は、イノシシ被害の増加に伴う防護柵等

の申請増による鳥獣被害防止施設等整備事業補助金７１０万円を、農家への苗木購入代金補助と

して、ゆめほっぺ比率向上対策事業補助金２０万円を、農地中間管理機構事業は、土地提供者が

確定したことによる機構集積協力金３８万９,０００円の追加計上でございます。 

 ３０ページ、５目農地費、排水施設管理事業は、伊保田及び油宇排水機場のゲート開閉機やポ

ンプの修繕費１６９万６,０００円を追加計上しております。 

 ２項林業費、有害鳥獣捕獲事業は、イノシシの捕獲について、これまでの実績から大幅な捕獲

頭数の増加が見込まれるため、有害鳥獣捕獲委託料５６０万円及び新規登録者の増加が見込まれ

る狩猟免許取得費用補助金１０万９,０００円の追加計上でございます。 

 ３１ページ、３項水産業費２目水産業振興費は、水産振興対策事業では、事業内容の変更から

支出科目の組み替えを、魚礁設置事業では、入札減に伴う事業費内訳の調整、３目漁港管理費は、

県の追加内示による水産物供給基盤機能保全事業等、２,６２９万２,０００円の追加計上を行う

ものでございます。 

 ３２ページ、６款商工費１項商工費２目商工業振興費は、廃止バス路線代替運行事業において、

事業実績による２０万９,０００円の追加、ながうらスポーツ滞在型施設管理運営経費において

は、潮風呂温泉保養館の濾過装置改修に係る経費２,９２０万８,０００円の追加計上でございま

す。 

 ３目観光費は、片添ヶ浜海浜公園施設管理委託料について、これまでの実績から今後を見込み、

歳入と同額の６００万円の追加計上でございます。 

 ３４ページ、７款土木費２項道路橋りょう費１目道路橋りょう維持費は、地域要望や早期に道

路橋りょう補修に対応するため、工事請負費等１,６７０万円を追加計上するものでございます。 

 ３５ページ、８款消防費１項消防費３目消防施設費は、消火栓や防火水槽の緊急修繕に対応す

るための修繕費の計上でございます。 

 ３６ページ、９款教育費１項教育総務費２目事務局費は、教育総務経費において、周防大島高
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等学校への通学支援費給付基金への寄附金を受けて積立金３０５万円を、検定支援事業は、各検

定受検者の増加見込みによる１４万５,０００円の追加を行おうとするものでございます。 

 ３７ページ、２項小学校費１目学校管理費は、小学校管理事務局経費において、イノシシが目

撃された城山小学校の対策フェンス設置経費の追加や今年度未実施となった久賀小学校の空調設

置工事の実施設計業務の減額のほか、小学校の施設の修繕に要する経費２８１万４,０００円を、

スクールバス管理運営経費については、車検整備時における不具合補修に係る経費の追加計上で

ございます。 

 ３項中学校費１目学校管理費は、安下庄中学校の管理棟避難階段の修繕のほか、中学校の施設

の修繕に要する経費１３４万３,０００円の追加計上でございます。 

 ３９ページ、４項社会教育費２目公民館費、久賀公民館運営経費は、消防設備点検による消防

ポンプの不良個所の修繕等を、かんころ楽園管理運営経費は、実績により電気料金の増加が見込

まれることから、光熱水費の追加計上でございます。 

 ４０ページ、５項保健体育費２目体育施設管理費は、総合体育館・陸上競技場管理運営経費に

おいて、白木公有地汚水処理施設及び陸上競技場の汚水処理施設の開口部修繕経費６５万

４,０００円を計上しております。 

 ３目学校給食費、久賀地区学校給食センター管理運営経費は、汚水処理施設の流量調整ポンプ

修繕経費１６万８,０００円の計上でございます。 

 １２款諸支出金１項繰出金は、各特別会計の補正予算に対応した繰出金の調整でございます。 

 以上が、歳入歳出予算補正の概要でございます。 

 続きまして、７ページに返っていただきたいと思います。 

 債務負担行為の補正につきましては、ながうらスポーツ滞在型施設等指定管理料につきまして、

議案第２２号にてお諮りしております、指定管理者の指定に伴う指定管理料の債務負担行為の設

定を行うものでございます。 

 ８ページ、地方債の補正につきましては、過疎対策事業債及び合併特例事業債の限度額を変更

するものでございます。 

 以上が、議案第１号平成２８年度周防大島町一般会計補正予算（第３号）についての概要でご

ざいます。何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げ、補足説明を終わ

らせていただきます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑はございませ

んか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  なにぶん勉強不足でわからないことが多いんですが、基本的なと

ころを再度、補足説明をお願いいたします。 
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 １６ページの支所及び出張所費のところなんですが、大島、橘、東和、各総合支所の予算とし

て工事請負費、それから原材料費、小規模施設整備事業費が上がっておりますけど、この予算の

目的とか、その使途の内容とか、そういったところを当初予算とあわせて、全体の予算がどれぐ

らいになっているのかというところ、今回、上がっておりませんけど久賀支所もあわせて、どの

ぐらいの規模でどういう事業をやられているのかというところを御説明いただきたいと思います。 

 それから、１８ページの電子計算費委託料、個人情報取扱関連業務１６２万円というのがあり

ますけど、マイナンバーに関する個人情報の取り扱いということなんですけど、どういうマニュ

アルを作られ、どういう活用をされようとしているのか、その辺の御説明をお願いしたいと思い

ます。 

 それから、２１ページから２４ページにかけて、社会福祉総務費、児童福祉総務費、児童福祉

費、これらの各システムの導入業務というのがありますけど、これについてもう少し内容をです

ね、ソフトウエアのみなのか、ハードが一部入るのか、その辺の具体的な内容を見積もり額とあ

わせて御説明をお願いできればと思います。 

 それから、２９ページ、農業振興費補助金と林業総務費委託料というのが、どちらもイノシシ

対策ということで、大幅な増加が見込まれているということなんですけど、当初予算、これも当

初予算とあわせて、どれぐらいの規模になるのかというところをもう少し具体的に御説明をいた

だけたらと思います。 

 ３１ページの漁港管理費、漁港漁場機能高度化保全計画策定業務というのがあるんですが、こ

れはどういう内容なのかというところを、どういう業務なのかというところを御説明いただきた

いと。 

 ３３ページ商工業振興費、委託料の工事請負費、ながうらスポーツ滞在型施設管理運営経費

２,９２０万８,０００円というのがありますが、これについての具体的な内容、見積もりの内容

を御説明いただきたいと思います。 

 最後に、３７ページの小学校管理費、修繕費と中学校管理費修繕費、それぞれ修繕費と工事請

負費も上がっておりますけど、イノシシ対策フェンスとか御説明ありましたけど、具体的な内容

と見積もり額を個別にというか、もうちょっと詳細に御説明いただけたらと思います。済いませ

ん。たくさんありますが、よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  松田久賀総合支所長。 

○久賀総合支所長（松田  博君）  田中議員からの補足説明ということで、総合支所についてな

んですが、今回、久賀総合支所については計上してませんが、１５の工事請負費については

２０万円以下の小規模、住民にすぐ、即対応できるようなものを行うようにしてます。９月に

８００万円を補正しまして、総額で１,３００万円ということで行っています。 
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 それと原材料費についてなんですが、こちらは、住民のほうが自主的に行うということで、セ

メントとか除草剤等を支給しています。これ、１０万円以下ということです。 

 それと負担金についてなんですが、こちらは特に今、ＬＥＤの改正とか、防犯灯の取り替えと

かについてなんですが、これは２分の１を限度として助成しています。そのようなものをできる

だけ、住民に即対応できるようなものを計上させていただいております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  まず今、総合支所の工事なり原材料費、それから小規模補助金の予

算の状況ということで、各支所にまたがっておりますのであれなんですが、４支所合計でお答え

させていただきます。 

 まず、工事請負費については、今回の補正を含めまして６,１１９万９,０００円となっており

ます。それから原材料費につきましては５４０万円、それから小規模補助金につきましては

１,１６８万１,０００円が予算額ということでございます。 

 それから次に、マイナンバーに関する個人情報の関係で御質問いただいております。 

 ここにつきましては、来年の７月からマイナンバー制度の相互利用といいますか、全国の市区

町村との連携が始まるわけなんですが、それに伴いまして、この庁舎内、職員の特定、マイナン

バーが含まれるものは特定個人情報というような言い方をしておるんですが、これの取り扱いに

関するマニュアル、これをきちっとしておかないと、個人情報等々の取り扱いで問題が起こりま

すので、こういったマニュアルを委託して作成しようというものでございます。 

○議長（荒川 政義君）  平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  田中議員さんのシステムの関係の御質問にお答えをいたします。 

 まず、２１ページの臨時福祉給付金のシステム導入業務でございますが、導入目的につきまし

ては、平成２６年４月の消費税率引き上げに伴いまして、所得の少ない人への影響を緩和するた

めに、暫定的、臨時的な措置といたしまして、平成２８年度臨時福祉金の支給対象者を対象にい

たしまして、平成２９年４月から平成３１年９月までの２年半分といたしまして、臨時福祉金経

済対策分を支給、対象者１人につき１万５,０００円を支給するというふうな事業の実施が国か

ら県を通じて通知が発せられましたので、この業務に対応するためのシステムを構築するための

事業でございます。 

 システムの内容といたしましては、臨時福祉給付金パッケージソフトウエア及びシステム導入

稼働時運用サポート業務に係るものでございます。それで、事業費につきましては、予算要求時

の見積もりで３３２万１,０００円でございます。 

 続きまして、２３ページの児童福祉総務一般経費に計上しております保育業務支援システム導
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入業務でございますが、これにつきましては、導入の目的でございますが、保育所における保育

士の業務負担の軽減を図るために負担となっております、園児台帳や指導計画などの書類作成業

務につきまして、ＩＣＴ化推進のための保育業務支援システムを導入するものでございます。 

 システムの業務内容につきましては、保育支援システムパッケージの一式、またパッケージソ

フトを導入するための、インストールするためのノートパソコン２台、Ａ３対応のプリンター

１台、初期導入設定の費用等が含まれております。 

 事業費につきましては、公立保育所３保育所について実施するわけでございますが、１保育所

につきまして８４万８,８００円の、この３保育所でございます。 

 続きまして、２４ページの家庭児童相談援助事業に計上しております児童相談システム導入業

務につきましてでございますが、平成２８年６月に児童福祉法が改正されまして、要保護児童地

域対策協議会の機能強化が法定義務化されました。これに係る虐待通告を受けた場合の児童の安

全確認等、平成２９年度より児童虐待等の対応業務が増加することが想定されることから、ケー

ス記録や進行管理台帳の電子化を図るために、今回、予算要求をさせていただいております児童

相談システムを導入するものであります。 

 システムの内容につきましては、町の住民基本台帳や税情報等を管理する基幹系の電算システ

ムのサーバーに児童相談業務を構築をいたしまして、要保護児童対策協議会事務局にもパソコン

１台を配備するというものでございます。 

 事業費につきましては、３５６万４,０００円でございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  岡野教育次長。 

○教育次長（岡野 正徳君）  田中議員さんからの３７ページの小学校管理事務局経費の需用費、

そのうちの修繕費の内訳はというお話でしたので、今回の小学校関係の修繕料については９校、

小学校は全部で１１校です。そのうちの９校から上がっております。 

 具体的にということですので申し上げますと、久賀小学校について消火器、ホースの取り替え、

教室の建具の修理が２１万円、三蒲小については防音扉、引き戸の補修１６万２,０００円、明

新小学校については、煙感知器の修理、床修繕、棚の修理、これが２４万８,０００円、沖浦小

については外壁、玄関タイルの補修５７万５,０００円、森野小学校については、火災報知器の

バッテリーの取り替え、天窓の雨漏りの修理、渡り廊下の修理１９万９,０００円、城山小学校、

多目的トイレ、体育館屋根雨漏りの修理４３万２,０００円、浮島小、遊具、滑り台の修理９万

７,０００円、油田小についてはエアコンの修理、体育館照明の取り替え、登り棒の修理４４万

９,０００円、島中小について、グラウンドの真砂土の投入、これ、水たまりができているので、

そこに投入するということですが、２６万円。そのほか、この施設、学校施設については、再々
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この修繕料が上がってまいりますので、予備的なものとして５０万円を計上し、合計で３１３万

２,０００円を計上しています。 

 それから、イノシシ対策の工事費に計上していますが、城山小学校のワイヤーメッシュ、ゲー

トの設置について１６２万円を計上しております。現在まで、油田小学校、三蒲小学校、沖浦小

学校、この学校については昼間、イノシシが、生徒がいるときに出没したということで、防護柵

の設置を順次進めておりますが、その３校に加えまして、今回、城山小学校で見られましたので、

ワイヤーメッシュ延長で２５９メーターですが、このメッシュを設置して防御しようということ

であります。 

 続いて、中学校の管理事務局経費の修繕費ですが、これは２校です。 

 具体的に言いますと、大中の火災報知機の修理、校長室、休憩室のクロスの張り替え、渡り廊

下の雨漏り、売電メーター、これは太陽光発電の売電メーターですが、これの交換の負担金、合

計で３６万４,０００円、安下庄中学校については、管理棟の避難階段の修繕、２階の汚物流し

の破損、これによって６７万９,０００円、それと、その他として、先ほども言いましたが、予

備的な修繕費として３０万円、合計で１３４万３,０００円を計上しております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  それでは、田中議員さんの御質問で、産業建設部関係の答弁を

いたします。 

 まず、３０ページでございます。林業総務費の有害鳥獣捕獲事業のことについての御質問でご

ざいました。 

 まず、当初予算でございますが、１,０４０万円を計上しておりまして、その中で、平成

２７年は１,７６３頭捕獲しておりました。今年度、２８年度につきましては、今の現在

２,２００頭を想定し、その差額分８００頭を計算しまして５６０万円、合わせて１,６００万円

の、この議決されれば、予算額になろうかと思います。 

 次に、３１ページでございます。漁港管理費の機能保全工事についての御質問だと思います。 

 この事業につきましては、漁港施設が老朽化しております。漁港施設全施設について、老朽化

対策の調査をしておりまして、その対策をするための調査・工事費でございまして、今回補正し

ています４,０１０万２,０００円につきましては、白木漁港の本浦漁港防波堤鋼管杭を補修する

ことと予定をしております。 

 次に、３３ページの商工費でございます。商工費のながうらスポーツ滞在型施設の管理運営経

費の２,９２０万８,０００円の内訳でございますが、委託料が５７万７,０００円、工事請負費

が２,８６３万１,０００円でございまして、ながうらの潮風呂保養館の濾過機２台、滅菌装置
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２台、その他のもろもろの工事費でございます。これを合わせて２,８６３万１,０００円の内容

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ありがとうございます。ちょっと私の質問の仕方が悪かったのか

もしれませんけど、最初の支所及び出張所費のところは各支所別で予算っていうか、当初予算を

含めた金額を、それぞれ工事請負費、原材料費、小規模施設事業費でいただければと思いますが、

済みません、とりあえずそのデータをお願いします。 

 それから、電子計算費委託料につきましては、マニュアルを作られて、それは必要なことなん

ですが、それをどういうふうに使っていくかというところのほうが重要なんで、作っただけで終

わりでは何もならないので、その辺の周知とか庁内で恐らく研修とかされると思いますので、そ

の辺の方針っていうんですか、どういうふうにやっていくかというところを御説明いただけたら

と思います。 

 それから、社会福祉総務費等のシステム導入費３件ほどありましたけど、これ、ソフトウェア

が中心ということでパッケージソフトを入れられるということなんですけど、導入後に、来年度

以降になるかもしれませんけど、更新プログラムとか保守契約とかが必要になるものかどうなの

かというところを、もし必要であればどれぐらいの予算が必要になってくるとか、そういうとこ

ろを御説明いただきたいと思います。 

 それから、農業振興費のところ、林業総務費はいただいたんですが、どちらもイノシシ対策と

いうんが中心と思うんですけど、農業振興費のところの当初と補正の金額のデータをいただいて

ませんので、そこも御回答いただいて、どちらも倍増しているっていうんじゃないかなと考えら

れますけど、これからも必要な分だけどんどん増やしていくのか、それとも重点的な対策ってい

うんですか、そういう、例えば防御中心で方針を立てて、そしてイノシシ対策をしていくのか、

際限なく、何て言いますか、場当たり的に増えたからどこまでも増やせるというもんでもないと

思いますので、その辺のイノシシ対策の取り組み方針っていうのが、どの程度まで今できている

のかというところを御説明をお願いいたします。 

 それから、漁港管理費のところは、今ここへ漁港漁場機能高度化保全計画策定業務というのが

ありますけど、高度化保全計画自体がどういうものなのかと、どういう計画ができるのかと、計

画書ができるのだと思いますけど、その内容がどういう計画書であるのかというところを御説明

をいただきたいと。 

 商工業振興費のながうらの管理運営経費なんですけど、濾過機の交換ということでしたけど、

耐用年数も過ぎてるんでしょうから交換自体はやむを得ないと思いますけど、ここに限らず町内



- 24 - 

のたくさんの公共施設がもう老朽化っていうか、耐用年数が過ぎた時期、過ぎる時期が来ており

ますので、これは交換しなきゃ、交換するということが必要だと思いますけど、これからどうい

うふうに公共施設、全て今あるものを交換していくのか、それともある程度、町内で公共施設の

機能分担とか効率化とか、そういうことを含めて、極端な話を言えば廃止とか転用、そんなこと

も含めて真摯に議論する時期に来てるんじゃないかなと思いますけど、その辺のことも含めて認

識をお聞かせいただけたらと思います。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  済みません。先ほどは大変失礼しました。イノシシ対策の件で、

特産対策費のほうが抜けておりました。これは、俗に言う防御のほう、ワイヤーメッシュとかト

タンとかネットとかいう防御するほうの予算でございます。 

 過去３年間、当初予算の話なんですが、当初は８００万円を計上しておりまして、過去３年間、

２６８件程度で予算を計上したとこでございます。ことしは大変イノシシが多い年というように

聞いてますし、捕獲頭数から言うと、もう毎年毎年増えております。１,４００、１,６００頭、

ことしはもう、すごい増えている状況でございますが、過去３年間を当初予想、計上しておった

とこですが、ことしは平成２８年見込みを５２１件と見込んでおります。その経費がこの予算で

計上しております７３０万円をしまして、合計１,５１０万円を補正後なろうかというふうに考

えております。 

 イノシシ対策でございますが、もうここ何年といって、こういう補正とか当初予算の中でイノ

シシ対策の質疑もされますし、一般質問も再々、どういう町の対応を求められております。今回

の一般質問におきましても３名の方からの一般質問がありますので、また詳細については、そこ

の個別に質問について答弁したいとは思っておりますが、今、田中議員さん言われるように、場

当たり的って言われればそうなんかもしれませんが、一応各自治体、みんな守る、まず防御する

ことと獲るしか、今、方法はないというようなとこでございます。とにかく獲るしか、今のとこ

なかなか対応策はない。ただ、それについていろんな獲る方法も、いろいろ県の鳥獣センターと

かも研究をしておりますし、いろいろ町内においても研究することを今やっています。センサー

とか、いろんな大きい箱わなとか、いろんなことをしてますので、それなりの、一つ一つであり

ますが研究をしているとこなんで、少し、長い目で見る時間はないんかもしれませんけど、各町、

県、国も一緒になってそういう対策も今、考えております。 

 それと、先ほどの公共施設、観光、特に商工、産業建設部で言えば観光施設になりますが、今

のとこ老朽化についたぶんには、もう耐用年数過ぎ、なおかつ老朽したものについては、個別に

更新交換をしてるのでございます。温泉についても、町営は３施設ありますので、その辺の議論
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は今後出るかもしれませんが、我々、産業建設部の施設としたら、当面今の施設を適切的確とい

うか、管理していくことが使命だというふうに考えております。 

 それとあと、水産課の機能保全については、水産課長のほうから答弁をしてもらうようにして

ますので、あと、瀬川課長のほうでお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  瀬川水産課長。 

○水産課長（瀬川 洋介君）  先ほどの田中議員さんの御質問の漁港漁場機能高度化保全計画の事

業自体の内容ということでございますが、今、昨今、国のほうでも叫ばれております、過去に造

った施設の老朽化、この更新時期というものが一気に重なってきたりとかすると、とても施設を

維持していくことが難しいという流れの中に沿って実施されております。平成２４年度から水産

庁のほうで国庫補助事業として立ち上がりまして、当町も２４年度から取り組んでおりまして、

平成２８年度、今年度ですが、全漁港施設の点検が終了することになっております。 

 具体的な事業の内容ですが、各施設において、まず点検を行いますが、その点検といいますの

が、最初は目視、それから測量、高さとか延長とか、それから目視的な壊れ具合を確認します。

その後、二次調査が必要なものについては、さらなる調査をかけます。そういった調査をして、

最終的に各施設において、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄという４つの段階でのランク付けを出してきます。Ａ、

Ｂについては、１０年以内に直すべきという評価のものがＡ、Ｂということになります。当町に

おいても、Ａ、Ｂという評価が出たものについて、さらに、Ａが出たからすぐできるというわけ

ではありませんので、町の予算の事情もあります。それから、同じ劣化度のＡ施設であっても、

使用頻度、それから地元に対する安全度に対して重要な施設から、Ａの中でも順次やっていくと

いうことで取り組んでおります。基本的には、目的としましては、今言った施設の長寿命化、そ

れから更新費用の平準化、そういったことを目的として実施している事業であります。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  ちょっと私のほうから２点ほど御答弁させていただきたいと思うんです

が、１つはイノシシのことでございます。 

 イノシシのことは、先ほどの私の当初の挨拶でも重点項目にプラスして、鳥獣害対策というこ

とで申し上げましたが、イノシシの対策につきまして、今年はすごくひどいんだっていうことを

よく聞くんです。実は、今年がひどいんじゃなくて、今、だんだんと高いとこにおったイノシシ

がだんだん下におりてるという認識をいたしております。実はもう、イノシシの被害が出始めた

のは、大島全体ではもっとずっと昔からなんですが、例えば標高、広域農道がありますが、広域

農道の上あたりの農地にまず被害が起こり始めました。それは、もう早いとこでは５年ぐらい前、
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そして４年、３年ぐらい前は大体標高１００メーターぐらいまででとまっておりました。これは

もう既に、その地域では物すごくひどいということだったんですが、実は、農地がまだそんなに

多くないっちゅう地域でもございましたんで、それで、いろいろこうやって。 

 それで、確かに、これに対する対策の根本的なものはないかというのは、これまでの議会の中

でも一般質問を含めて何度もこの議論は行われておりますし、私たちも答弁しておるんですが、

実は今のところ、捕獲と防御と、そしてすみ分けという、この３つのことを念頭に対策を取り組

んでおるわけでございますが、捕獲は細かくはまた資料も出したいと思いますが、毎年毎年、本

当物すごく伸びてきておるわけです。昨年は１,７３０──何頭ですか、そしてことしは、今回

の補正の予算上ではありますが、２,２００頭を捕獲するというふうな予算で、もう今、田中議

員がおっしゃったように、どんどん際限なく予算を伸ばしていくのがいいのかどうかということ

にもなってくると思います。 

 それで、物すごく興味深い研究成果を、先般、講演でお聞きしたんですが、実はその資料もま

た皆さんにも配布したいと思いますが、こういう資料が出たんです。総体数、今、周防大島町の

中にどのぐらいイノシシが生息しておるのかということは、いろいろ言っておることはあります。

人口より多いんじゃないかとか、３万頭おるんじゃないかとか言っておりますが、ほとんどその

根拠というのはすごく希薄なんです。アバウトな話だと思います。そうではありますが、１万と

言われても、３万と言われても、ああ、そうなんじゃないかというふうな数字ではないかと私も

感じております。それが、先ほど言いました研究の成果というのがどういうことかと言いますと、

総体数の７０％を捕獲しなければ数は減らないという結果が出ております。なぜかと言いますと、

例えばここに今の生息数がおりますと、これから７０％を削減しても、また、ぼっと産まれるん

です。大島ではあったかいから、食料がええんかわかりませんが、東北のほうでは４頭と言われ

てますが、こっちのほうでは６頭ぐらい産まれるということになります。そうしますと、全生息

数から少し獲っても産まれるほうがもっと多いんで、また獲る、また上がると、こういうふうな

状況に今つながってるというふうに、そういう研究成果が出ておりました。 

 そうしますと、例えば、１万頭生息しておれば７,０００頭獲れるかって言ったら、それは、

はっきり言って不可能であります。もう一つは、３万頭であれば２万頭獲れるかって言ったら、

そんなことはできないわけです。そうしますとこれは、今のところ、なかなか捕獲だけでは全体

総数を減らすと、または駆逐するということはできないのではないかというふうに考えておるわ

けでございます。 

 そしてもう一点は、これはまた、ちょっときちんとした資料に基づいて、また、皆さんといろ

いろ新しいアイデア等も考えなければならないと思うわけですが、そういうことが１点と、もう

一つは、防御ということに大変力を入れております。昨年も４５キロ、メッシュとか、または電
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柵とかやっております。これも１,５００万円ぐらいの予算をかけて、１,５００万円と言っても

町が出すのは２分の１ですから、７５０万円ぐらいだったと思いますが、そのような捕獲と防御

に膨大な予算を費やしております。捕獲のほうは獲ってしまえば全く跡に残らないし、防御のほ

うは柵ができてよかったんじゃなくて、農業を営む方は物すごく大変なんです。この柵の中で農

業をするということになりますので、むしろ農作業を物すごくやりにくうしておるという状況に

なります。 

 そういうことで捕獲と防御ということなんですが、実は先ほど言いましたように、ことしは物

すごく大変なんだっていうことはよく聞かれます。私は安下庄というとこに住んでおりますので、

安下庄の状況はよくわかりますので、安下庄のことを申し上げますと、今現在、正分とか塩宇と

かっていう、もう要するに標高２、３０メーターのとこへ出始めとるんです。実は、先ほど言い

ました大規模農道のあたりは、もう３年も４年も前ずっとやって、上から上からずっと防御して

きたんです。実は防御してきたって言いましても、初めはついネットで囲うたり、簡単なメッシ

ュでやったりしてました。そのようなものは全部、もう、鼻で持ち上げる力が７０キロ持ち上げ

るっていうんですから、そう簡単なメッシュではだめだということで、皆さん、だんだんだんだ

ん頑丈な防御をしてきます。そうすると、上のほうから上のほうから、山に近いほうから住んで

ますから、それからだんだんイノシシは、そこがだめなら下へおりてくるという状況で、特に、

安下庄地区の嵩山の麓のみかん山っていうのは、標高が２、３０メーターから５０メーターぐら

い、すごく多いんですが、そこらあたりは、ことし、すごく被害が大きいと。これは、上から上

から防御されるから、だんだん下がってきておるということにほかならないというふうに思うん

ですが、いずれにしましても徹底的に防御をすると、やるんなら簡単な防御ではだめだというこ

とです。 

 徹底的に防御するということが一つと、もう一つは、今、防御も徹底的に防御をするんですが、

よく、まとめて防御できないかっていうことがございます。まとめてちゅうのは、例えば、３件、

４件、５件の農地を一つにまとめてできないかということなんですが、今、国の補助では３件が

まとまれば材料費は全て出そうというような補助もあります。しかしながら、その間に道路があ

ったり川があったりすると、なかなかまとまりません。そういうことになりますから、やっぱり

それぞれの個人個人がやるということに大半になっておるんですが、いずれにしましても、言葉

は悪いですが、あんまり簡単なような防御だったら、もうやらないほうがいい。やるんだったら

徹底的なものをやると。 

 そして、これ笑い話のような話ですが、大島のイノシシは大変おいしいと。何でかって言った

ら、食いもんがいいからじゃということも言われておるんで、しかしながら、これはちょっと笑

えない話なんですが、いうようなことで、防御するんならもう徹底的にやろうということをもっ
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と推進しなければならないというふうに思っておるところでございます。 

 そして、食料を与えなければ、彼らもドングリと水だけじゃとっても生きていけないと思うん

です。しかしながら、それが物すごく悪いことに、私たちも山口大学に２年間にわたって研究を

委託して、お願いしてやっていただいておりますが、やっぱり年間を通して一番イノシシの食料

はタケノコなんだそうです。タケノコは８カ月ぐらいにわたって食料の主食だというふうに言っ

ております。大学のほうからは、これは大島の中の竹林をきちんと絶やしたほうがいいんではな

いかと言われますから、イノシシを絶やすのがいいのか、竹林を絶やすのがいいのか、どちらも

なかなか不可能だというふうに思っておるんですが、いずれにいたしましても、竹が主食だとい

うことになりますと、食料は幾らでもあるということにもなると思います。いずれにいたしまし

ても、それならばやはり農地とか作物をきちんと防御しなければならないということになるんで

はないかというふうに思っておるところでございます。 

 そして、３番目の対策としてから、すみ分けというのを研究しております。 

 これは、うちの職員は長門市と佐世保市と武雄市にすみ分けの視察に行ってまいりました。長

門市では７０キロにわたって農道のへりをずっと、万里の長城のような柵を作っておったそうで

す。それで、金額は約５億円だったということでございました。それでも効果はいまいちだとい

うふうに聞いておりました。これもまだ研究段階ですが、いずれにしても何らかのそういう徹底

的な方策をとらなければならないというふうにも思っております。一般質問も出ておりますので、

また、詳細な説明もしたいと思います。 

 捕獲と防御と、そしてすみ分けという、この３つでやらなければなりませんが、もっともっと

効果的なことがあるんではないかというふうに私も感じておりますし、ぜひとも皆さん方にも、

そういう研究とか、または効果的なものがあれば、ぜひともまたアイデアを出していただきたい

なというふうに思っているところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  中田東和総合支所長。 

○東和総合支所長（中田 兼歳君）  先ほど、田中議員さんからの質問に対してお答えいたします。 

 １７ページでございますが、今回１２月補正で、小規模施設整備事業補助金ということで

４０万円計上しておりますが、内容的には防犯灯の設置と浮き桟橋の新設です。この事業につき

ましては当初予算が１００万円、６月と９月に補正を重ね、今回の４０万円を含めて３１０万円

というふうになっております。 

 それから、１２月補正では計上しておりませんけども、工事請負費につきましては当初

５００万円で、９月補正で７００万円ということで、今、１,２００万円となっております。 

 それから、原材料費につきましては、当初どおり１００万円ということで、今、行っておりま

す。 
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 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  奥村大島総合支所長。 

○大島総合支所長（奥村 正博君）  失礼します。大島総合支所の工事請負費について御説明させ

ていただきます。 

 大島総合支所の工事請負費につきましては、当初予算から今回の補正まで含めまして

１,８００万円となっております。 

 それから、次の原材料費でございますが、これも当初予算から今回の補正まで含めまして

１９０万円となっております。 

 それから、小規模施設整備事業補助金でございますが、当初予算から今回の補正まで含めまし

て、総額で３００万円となっております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  青木橘総合支所長。 

○橘総合支所長（青木 一郎君）  済みません。田中議員さんからの御質問についてお答えします。 

 一応工事費につきましては、当初が５００万円と、６月の災害があったときに２１０万円余り

の補正をいただきまして、あれと９月の補正の合わせて１,６１０万円ほど補正しております。 

 次に原材料費でございますが、当初が１００万円と、今度５０万円ほど補正していただくこと

になっております。 

 それと、小規模施設整備事業費は、当初が１００万円と、９月補正のときに２５０万円と、今

回８０万円の補正をお願いしております。これは防犯灯などの事業が多く、予算不足が見込まれ

るためです。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  先ほど田中議員さんの御質問でございますが、ちょっと私の説

明が不足しておりましたが、臨時福祉給付金につきましてですが、これは本町の基幹システムか

ら臨時福祉金支給に必要な税情報等を抽出いたしまして、加工して臨時給付金のパッケージソフ

トへ取り込むというふうな作業でございますが、臨時福祉給付金につきましては、暫定的、臨時

的な措置というふうなことでございまして、今回の支給が終われば、このシステムについては業

務が完了するというふうなものでございますので、今後の更新プログラムなりというのはござい

ません。それで、今回の事業に係る事業期間内についての保守については、この見積もりの中に

入っておるものでございます。 

 続きまして、２３ページの保育業務支援システムにつきましてですが、これにつきましては、

更新プログラムについては現在のところ必要ないというふうに考えておりますが、ただ今後の業
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務におきまして、機能追加等が生じた場合については発生するというふうなことと考えておりま

す。メンテナンス費用についてはございません。 

 それと、２４ページの児童相談システム導入業務についてでございますが、これにつきまして

も、本町の基幹系の電算システムでありますＣＯＫＡＳ─ＡＤⅡという電算システムの中に組み

込んで、この作業を行うものでございますが、現在のところは更新等の経費というのは予定して

おりませんが、これも先ほどと同様、新たな機能追加等が発生した場合については発生するとい

うふうに考えております。 

 なお、これに係る保守料につきましては、町の基幹システムとその中に組み込むというもので

ございますので、その中に含まれているというものでございます。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  失礼します。１６ページの個人情報取り扱い関連業務の委託料の件

で御質問ですけども、先ほど申し上げましたとおり、来年７月からマイナンバーの相互利用が始

まる、情報連携が始まるということなんですが、それでこのシステム、税と社会保障のさまざま

な業務に関連をしております。ですから、これのシステムの取り扱いのマニュアルをまず今年度

作成するということでございます。当然、ですから、このマニュアルを作成しますので、多くの

職員がかかわりますので、それの周知もやらなきゃならないし、来年度４月に入りましたら、そ

れの研修会等も行うということで、個人情報の保護の徹底を図っていきたいということでござい

ます。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  もう１点ほど、先ほどの御質問の中にありましたが、周防大島町には類

似した公共施設がたくさんございます。先ほど田中議員さんが、それらについての検討はなさっ

ておるんかということでございましたが、まさに合併したわけでございますから、類似の施設と

いうのは当然あります。旧町ごとそれぞれに、例えば体育施設、社会教育施設、そして観光関連

施設たくさんございます。例えば申し上げますと、図書館も１万７,０００人の町にすれば４図

書館もあります。公民館も当然４つあります。ホールも４つあります。そして町民グラウンドと

言えるようなものも４つどころじゃないたくさんあります。そして、先ほど出てまいりました温

浴施設も３カ所ございます。これらが本当にこのままでいいのかどうかっていうのは、非常に悩

ましい問題だというふうに私も思っております。人口規模や、そしてこの周防大島町というこの

面積の中にそれだけ本当に必要なのかっていうことですが、これはやっぱり、合併したというこ

とが１つの大きな要因でございまして、それぞれの町に１カ所あるっていうんであれば、それは

それでよかったということになると思いますが、これはしかしながら、それぞれの、まあ、今は

合併しておりますが、その合併前のそれぞれの地域の皆さん方は、今も当然そこにお住まいでご
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ざいますし、その地域にすごく愛着があるわけでございますから、どこそこをどういうふうにし

ようというのは、なかなかそう簡単なものではないというふうに思っております。しかしながら、

冒頭でも申し上げましたように、今後、財政状況が大変厳しくなるであろうというふうな予測も

されております。そうした中で、このことについては拙速にとか、そう簡単にいくものでもない

し、私たちが簡単に決められるものでもないということでございます。ぜひとも議会の中でも議

員の皆さん同士で、本当にこれでいいのかどうか、そしてまた、そうは言いましてもどこをやめ

るのか、どこを統合するのかということは、なかなかそう一朝一夕にいくものではございません。

しかしながら、このことは大変重要なことであるという御認識はいただきたいと思いますし、そ

のことがないと将来非常にこの財政的にも厳しいものを抱えてくるということにもなると思いま

す。しかしながら、先ほど言いましたように、どこをどうするんだというようなことは、そう短

絡的に言えるものではございませんが、ぜひとも、これから議員さんも私も４年間の任期をいた

だいたわけでございますんで、ぜひともお互いがそういうふうなことをですね、重要な問題、大

変大きな問題でありますが、ぜひともそういうことを、そこそこの場でいろいろ議論をしながら

研究を進めていけたらというふうに思いますんで、皆様方にもぜひともよろしくお願いしたいと

思います。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  はい、ありがとうございます。 

 最後にもう一度、支所と出張所費なんですけど、御答弁いただきました内容を見ると、各支所

で金額がというか予算がちょっとばらばらというか、差があるようなんで、それは地域の要望も

さまざまなんで、要望に応えればその予算額というのも変わってくるのかもしれませんけど、や

っぱり１つの町ですので、各支所で統一された支出基準とか、そういう今の小規模施設整備事業

費とかいうのは、要望に応えて各支所で判断して出されているのかもしれませんけど、そういう

支出基準が１つ統一されておれば、予算に差が出るということもやむを得ない面もあるのかもし

れませんけど、それがないのであれば、やっぱり多様な要望がありますので、それがこう差が生

じないようにある程度バランスのとれた支出というのが必要になってくるんじゃないかなと思い

ますので、今回の補正はということではなくて、今後、ちょっとその辺も検討いただけたらなと

思います。 

 それと、長浦のスポーツ滞在施設、先ほど町長さんからも御答弁いただきましたが、町内のそ

の公共施設、確かに難しい問題ですけど、せっかくの町の資源が無駄にならないように、そうい

う面からぜひ、今後、真摯な議論をしていただけたらと思います。 

 それからもう１つ、漁港管理費のところの漁港漁場保全化計画のとこなんですけど、老朽化度

によって、Ａ、Ｂランクというのを付けられて、１０年以内に補修していくと、長寿命化を図る
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というのはわかったんですけど、今まだ計画策定が終わってないようなんで、大体の大まかな割

合でいいんですけど、Ａ、Ｂランクで、大体どれぐらいの割合があるのか。そしてその保全計画

というのが策定された後は、どういうふうに扱うというか公表されて、それがどういうふうな優

先順位っていうんですか、復旧というか補修をされていく予定があるのか、その辺がわかればち

ょっと教えていただきたいと思います。 

 それと、イノシシ対策については、町長から徹底的にやるんだという心強いお言葉をいただき

ましたので、これがまさに今何もしてないわけじゃなくて、できることはいろいろな対策をとら

れているのはわかるんですけど、今後どういうふうな方針で、１つのプロジェクトとしてどうい

うふうな方針でやっていくんかというのを明確にした上で、町として本腰を入れてイノシシ対策

に取り組むんだという姿勢をまずは見せるということが重要だと思いますので、ひとつ真摯な議

論と本腰を入れた取り組みをよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  支所のことについては、ちょっと額のことは別にしまして、私の思いを

ちょっと先に申し上げさせていただきたいと思います。 

 支所の当初予算は全て、工事請負費が５００万円、原材料費が１００万円、小規模施設整備事

業費補助金が１００万円ということで、４総合支所それぞれに７００万円の予算をつけておりま

す。それについて、６月、９月、１２月と全てじゃありませんが、それぞれの支所で補正が必要

になればつけております。実は、これはほとんどフリーパスで補正をつけております。なぜかっ

て言いますと、結果的に今回の補正が、もし１２月の補正がとおりましたならば、それぞれ

７００万円であったものが、累計でですね、３つを足して７００万円であったものが、久賀では

１,６００万円、大島では２,３００万円、東和では１,６００万円、橘では２,２００万円という

予算額になります。ただ７００万円からそれになったわけじゃなくて、６月にも９月にも１２月

にも補正しながらやってきたわけでございます。これはなぜかと言いますと、そこそこに町民要

望があるからということでございます。総合支所のよさについては、総合支所を設置しておって、

その総合支所の機能を発揮するためには、まさにこの事業が一番効果的だというふうに思うから

であります。これは地域に密着した事業、まさに２０万円であったら、これは総合支所のほうで

やりますよということで、今までは補助金出しますからやってください、原材料出しますからや

ってくださいということを中心にやっておったんですが、なかなか高齢化してからそういうこと

ができないということで、これまでの前の任期の皆さん方の議会の中でも、たびたびこういう議

論がありました。もっともっと町が積極的に、町が直営でやることを増やしたらどうかというこ

とがいろいろ議論されて、その結果、今こういうふうな予算になっておるわけでございます。 



- 33 - 

 それで、ちょっと参考までに申し上げますと、この４総合支所の今の３つの予算なんですが、

平成２２年は３,７７０万円、平成２３年は４,０００万円、平成２４年は４,４１０万円、平成

２５年は４,８２０万円、平成２６年は５,７２０万円、平成２７年は６,９５０万円と、こうい

うふうに伸びてきております。これはまさに議会のほうからの大きな要望があって、そしてそれ

を反映しておるということでございます。まさに町民の皆さん方におかれましては、やっぱりこ

の、総合支所でやっていただくちゅうのが一番早くて、例えば設計書を作って入札してというよ

うな大きなものは別にしまして、そういうのでないものをできるだけ早くやっていくということ

でお願いをしておるわけですから、ぜひともこの事業については、合併後の周防大島町の一番効

果的な事業であろうというふうに私は考えておりますので、ぜひとも議会の皆さん方にも御理解

をいただきたいというふうに思っております。 

○議長（荒川 政義君）  瀬川水産課長。 

○水産課長（瀬川 洋介君）  田中議員さんの御質問ですが、先ほど申し上げましたとおり、

２４年度から全漁港について調査をかけておりまして、今年度、最後の漁港を実施中です。昨年

度までやった漁港の集計数で言いますと、約３３３施設ありまして、先ほど申し上げました、Ａ、

Ｂランクの施設が、合わせると２０％ほどで、一番危険度の高いＡランクの施設は６％ぐらいを

占めております。 

 先ほどちょっとお話をしたときに、Ａ、Ｂについては１０年以内にしなければいけないという

ことではありません。言葉で言いますと、することが望ましいという言い方になっております。

Ａ、Ｂの評価がついた施設については、たちまちできなくても年２回の施設の点検というものが

義務付けられております。義務付けられておるといいますか、やるようにという指示が出ており

ます。これは職員で実際行うわけですが、Ａ評価が出てもたちまち崩れるということではありま

せんが、町の予算の問題もありますので、Ａの中でも適切な順序に従って実施していきたいとい

うふうに考えています。 

 それともう１つ、先ほども申し上げましたが、Ａが出たから先にやるということだけではなく

て、あくまでＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄという評価は老朽化度、その施設がどれぐらい傷んでいるかという

評価ですので、その施設自体が住民に与える影響、それから安全性、それから使用頻度、それら

を考えて同じ評価としてＡが出た中でも、そういったものを優先的に補修に実施していく予定で

おります。 

 以上です。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩をします。半まで。 

午前11時18分休憩 

……………………………………………………………………………… 
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午前11時30分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 答弁漏れがございましたので、松田久賀総合支所長。 

○久賀総合支所長（松田  博君）  先ほどの田中議員からの総合支所に対しての御質問に対して

なんですが、各事業については、交付規則とかあります。これに基づいて、各総合支所で月１回

程度は調整会議を開きまして行ってます。 

 ですから、公平になるというような形で行っていますので、それに対してきちんとしているこ

とを一応追加といたします。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  まず、１３ページの繰入金ですが、財調の繰入金が４,５８８万

４,０００円の増額というのがあります。当初に比べれば少ないとも言えますが、これは特定の

事業やものにあてられるのかどうか。だとしたら、何にあてられるのかお伺いします。 

 それから、１９ページの徴税総務費の固定資産税過誤納返還で１６万円というのがあります。

この過誤納はどういうことだったのか、その中身。それから、件数をお伺いします。 

 ３６ページの教育費、教育総務費、事務局費のこれ財源内訳のところに３０５万円。先ほどの

説明で寄附金というふうにあったと思うんですが、どういうところからの寄附金なのかお伺いし

ます。これの内容ですが、歳出の教育総務経費の補正額と一致することになってて、積立金とな

って周防大島高校の通学支援の基金というものに積み立てるということになっていますが、この

中身について御説明を願います。 

 ３３ページの商工費の観光費、これも財源内訳で６００万円となってますけれども、この財源

はどういうものなのかお伺いします。使い道が、片添ヶ浜海浜公園施設管理の委託料というふう

になっていますが、どういうところに委託されるのか、どの範囲を管理を委託するのかお伺いし

ます。これは当初でもあった事業なのかどうか、その点。または新規なのか、その辺の別もお願

いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  それでは、砂田議員さんの観光費の財源内訳６００万円につい

て御説明いたします。 

 公園等管理経費で委託料６００万円を今回補正しております。これにつきましては、町が県の

観光施設、片添のオートキャンプ場に各施設を持ってます。コテージ、フリーサイト等々、それ

について利用料を徴収しています。それについて、その使用料が６００万円に相当しまして、そ

れを委託料として東和ふるさとセンターのほうで委託料として支出をしてるということでござい
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ます。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  まず、１点目の財政調整基金の取り崩しの件ですけれども、これに

つきましては、財政調整基金につきましては、財源調整という面が多々ありますが、財源調整の

目的での取り崩しを行っておりますので、どの事業に充当するとか、そういったもんではないと

いうことでございます。 

 それから、税務課の関係でございますけれども、還付金等返還金と償還金でございますけども、

これは２件ございまして、いずれもなんですが、店舗と住宅、これの評価の誤りがあったことで

の還付と償還金でございます。 

○議長（荒川 政義君）  岡野教育次長。 

○教育次長（岡野 正徳君）  砂田議員さんより、３６ページのその他特定財源３０５万円の内訳

ということですが、これにつきましては、２名の方から寄附をいただいております。１名の方は

三重県の方で、久賀町の出身の方が、この方が久賀町での奨学金を利用されて早稲田大学に行か

れたということで、このたび３００万円を小切手によって寄附をされております。 

 もう一人の方は、これも久賀町の出身の方ですが、現役の先生を、教職をされてる方で、お父

様の死去によって寄附をされたものでございます。 

 いずれの方につきましても、周防大島高校の通学支援基金のほうに積み立ててよいという御了

解をいただきましたので、今回補正に上げております。 

 積立金のほうの関係ですが、これは本年度４月１日付で、従来の奨学資金貸付基金、これが年

度当初４,７９８万２,５２４円ございましたが、このうち１,０００万円を残して、残りの

３,７９８万２,５２４円を周防大島高校通学支援費給付基金のほうへ積み立てております。今回、

この基金にこの３０５万円を積み立てまして、合計で４,１０３万２,５２４円の基金を造成する

計画であります。 

 以上です。（発言する者あり） 

 今の寄附された方ですが、ちょっと何年、久賀中を卒業された方かっていうのは、ちょっとわ

からないんですが、相当以前に卒業された方で、最後は近畿大学の助教授をされて辞められた方

だというふうにお伺いしております。（発言する者あり） 

 先ほども言ったと思いますが、旧久賀町の奨学金を受けて早稲田大学を卒業された方というこ

とであります。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  その財政調整基金の取り崩しで、財源の調整をするというのはど

ういう意味なのかお伺いします。 
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○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  今多分、砂田議員さんがおっしゃられることは、財政調整基金は何か特

定目的に対して、その財源として崩して、そこに充当するというふうなお考えを今おっしゃられ

たんではないかと思います。 

 以前、これは古い話ですが、合併前の旧町のころでは、財政調整基金は通常、財政調整に使う

んではなくて、その年度の特殊な特別な大きな事業とか、特別なまたは補正が必要なという事業

に充てるために財政調整基金を取り崩して、それに財源として充当するというふうなお考えで、

今恐らく質問なさったんではないかと思いますが、近年はそういうことではなくて、財政調整基

金は財源調整にずっと使っております。だから、例えば当初予算でその財源がどうしても不足す

る場合には、財政調整基金を取り崩して、そこを財源に充てるということでございます。 

 今回の補正予算につきましても、４,５００万円ですかね、４,５００万円ほどどうしても、ほ

かの例えば特定財源等で財源が賄えないというぶんについて、一般財源、その一般財源は財政調

整基金から取り崩してそれを充当し、歳入歳出を調整するということで、財源調整というふうな

ことで使っております。 

○議長（荒川 政義君）  よろしいですか。ほかに質疑はございませんか。吉田議員。 

○議員（６番 吉田 芳春君）  ３３ページでありますが、生活バス路線対策補助金２０万

９,０００円でありますけれども、これはどこに支払われるものですか。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  ３２ページの商工業振興費、廃止バス路線代替運行事業のどこ

の支払いかということでございますが、これは屋代奥畑線の乗り合いタクシーの経費でございま

す。観光タクシーのほうに支払うようになります。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論、採決は最終日といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第７．議案第２号 

日程第８．議案第３号 

日程第９．議案第４号 

日程第１０．議案第５号 

日程第１１．議案第６号 

日程第１２．議案第７号 
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日程第１３．議案第８号 

日程第１４．議案第９号 

○議長（荒川 政義君）  日程第７、議案第２号平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会

計補正予算（第３号）から、日程第１４、議案第９号平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計

補正予算（第２号）までの８議案を一括上程し、これを議題といたします。 

 補足説明を求めます。平田健康福祉部長。 

○健康福祉部長（平田 勝宏君）  それでは、議案第２号から議案第４号の補足説明をいたします。 

 議案第２号平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）について、

補足説明を行います。 

 今回の補正は、歳入において保険基盤安定事業、職員給与費等、財政安定化支援事業、国保負

担軽減対策及びその他一般会計に係る一般会計繰入金の増減、歳出においては国保・特定健康診

査等事業費に係る職員人件費の減額、退職被保険者等療養給付費の増額が主なものであります。 

 補正予算つづりの４３ページをお願いいたします。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３３６万２,０００円を減額し、

歳入歳出予算の総額をそれぞれ３８億７,８１０万７,０００円とするものであります。 

 詳細につきましては、事項別明細書で説明をいたします。４９ページをお願いいたします。 

 歳入から御説明いたします。 

 ３款国庫支出金、１項国庫負担金、３目特定健康診査等負担金については、交付決定額の確定

により１６万６,０００円減額するものであります。 

 ６款県支出金、１項県負担金、２目特定健康診査等負担金については、国庫負担金と同様に同

額の１６万６,０００円を減額するものであります。 

 ９款繰入金は、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金を３０３万円減額いたします。これは

一般会計からの繰入金で、負担金交付申請額の確定により１節保険基盤安定事業繰入金（保険税

軽減分）を１,０４３万６,０００円増額、２節保険基盤安定繰入金（保険者支援分）を２０９万

４,０００円増額、職員給与費等の調整により３節職員給与費等繰入金を７３６万２,０００円減

額、普通交付税８月算定分の確定により、５節財政安定化支援事業繰入金を１０２万円減額。 

 次の５０ページをお願いいたします。引き続き、６節その他一般会計繰入金のうち、国保負担

軽減対策繰入金額の確定により国保負担軽減対策を１１２万円減額、歳出見込み額の減少により

その他一般会計を６０５万８,０００円減額します。 

 次に、歳出について御説明いたします。５１ページをお願いいたします。 

 １款総務費は、当初予算編成以降の人事異動、山口県人事委員会の勧告による給与改定等に伴

う職員人件費の調整により職員人件費を５８０万８,０００円減額します。 
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 ２款保険給付費、１項療養諸費は、１目一般被保険者療養給付費は財源調整であります。２目

退職被保険者等療養給付費は、今年度１０月支払いまでの実績から年間推計により３５０万円増

額いたします。 

 ５２ページをお願いします。 

 ３目一般被保険者療養費、２項高額療養費、１目一般被保険者高額療養費は、ともに財源調整

であります。５項葬祭諸費、１目葬祭費は、１１月決定分までの実績から年間推計により５０万

円増額いたします。 

 次に、５３ページをお願いいたします。 

 ８款保健事業費、１項特定健康診査等事業費は、特定健康診査等、国・県負担金の減額に伴う

財源調整と当初予算編成以降の人事異動等に伴う職員人件費の調整により職員人件費を１５５万

４,０００円減額します。 

 以上が、平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）についての概

要であります。 

 続きまして、議案第３号平成２８年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第

２号）につきまして、補足説明を行います。 

 今回の補正は、歳入において、職員人件費に係る一般会計繰入金の減額、歳出において、総務

費に係る職員人件費の減額によるものであります。 

 補正予算つづりの５５ページをお願いいたします。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３万６,０００円を減額し、歳入

歳出予算の総額をそれぞれ４億４,７５２万６,０００円とするものであります。 

 詳細につきましては、事項別明細書で説明をいたします。 

 ６１ページをお願いいたします。 

 ３款繰入金、１項他会計繰入金、１目事務費繰入金について職員人件費分３万６,０００円を

減額いたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。６２ページをお願いいたします。 

 １款総務費は、当初予算編成以降の人事異動、山口県人事委員会の勧告による給与改定等に伴

う職員人件費の調整により３万６,０００円減額いたします。 

 以上が、平成２８年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）についての

概要であります。 

 続きまして、議案第４号平成２８年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）に

つきまして、補足説明を行います。 

 補正予算つづりの６３ページをお願いいたします。 
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 今回の補正は、保険事業勘定において、職員人件費の調整に伴う補正が主なものでございます。 

 第１条で、保険事業勘定の歳入歳出予算の総額から１,４３１万６,０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を３４億４,５９３万６,０００円とするものであります。 

 事項別明細書の６９ページをお願いいたします。 

 保険事業勘定の歳入について、御説明いたします。 

 ６款繰入金、１項他会計繰入金、４目その他一般会計繰入金の１,４３１万６,０００円の減額

につきましては、職員人件費の調整でございます。 

 次に、保険事業勘定の歳出について御説明いたします。 

 ７０ページをお願いいたします。 

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費では、介護保険分の職員人件費の調整により、

１,２１１万９,０００円を減額いたします。 

 ４款地域支援事業費、２項包括支援事業・任意事業費、１目包括的支援事業費では、認知症サ

ポート医養成研修に係る旅費及び認知症地域支援推進員研修、認知症サポート医養成研修、認知

症初期集中支援チーム員研修に係る負担金を県に負担していただけたため、その不用額３１万

５,０００円を認知症地域支援推進員の賃金へ組み替えたものでございます。 

 ７１ページをお願いいたします。 

 ４款地域支援事業費、２項包括支援事業・任意事業費、３目地域包括支援センター運営事業費

では、介護保険・包括支援センター分の職員人件費の調整として、２１９万７,０００円を減額

いたします。 

 以上が、平成２８年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）についての概要で

ございます。 

 以上で、議案第２号から第４号までの補足説明を終わります。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  続きに、佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  それでは、議案第５号平成２８年度周防大島町簡易水道事業特

別会計補正予算（第２号）から、議案第８号平成２８年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計

補正予算（第２号）までの、環境生活部所管の４議案につきまして、補足説明をいたします。 

 まず、議案第５号平成２８年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）について、

御説明いたします。 

 補正予算書の７３ページをお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算から３,９５８万６,０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を９億８,６６０万８,０００円とするとともに、第２条により地方債の補正を行う
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ものであります。 

 その概要につきまして、事項別明細書により説明させていただきます。 

 ８１ページをお願いいたします。 

 歳入の４款繰入金において、一般会計からの繰入金５２２万４,０００円を減額し、財源調整

をしております。 

 ６款諸収入は、久賀・大島地区下水道工事に係る水道管等移設工事に伴う移転補償金の額が確

定したものについて、７６３万８,０００円を追加計上するものでございます。 

 ７款町債は、事業費の増減に伴い、簡易水道事業債２,２１０万円、過疎対策事業債

１,９９０万円を、それぞれ減額するものであります。 

 続きまして、８２ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。１款簡易水道費、１項事務費、１目総務費の職員人件費におきましては、

当初予算編成以降の人事異動、また山口県人事委員会の勧告による給与改定等に伴う職員人件費

の調整により、２０２万８,０００円を追加し、総務一般経費におきましては、統合水道事業の

事前準備に伴い、１１節需用費について、消耗品費９万８,０００円を、また印刷製本費４６万

８,０００円を追加するとともに、１３節委託料におきましては、契約金額の確定に伴い、上水

道事業創設に係る支援業務について１８９万円を増額し、経営戦略策定業務について２１４万

９,０００円を減額、また１８節備品購入費につきましては、１１万１,０００円を追加するもの

でございます。 

 また、２７節公課費において、平成２７年分の消費税確定申告及び平成２８年度中の中間申告

予定納税額の確定に伴い、消費税の１１１万３,０００円を減額するものでございます。 

 続きまして、２項事業費、１目の維持管理費におきましては、１１節需用費について、修繕費

として、今後の施設の維持管理や修繕に要する緊急対応分として修繕費２５０万円、また１８節

備品購入費は水中ポンプ２８万７,０００円を、また、公用車の故障による更新に要する経費と

して、備品購入費及び役務費等、合わせて１２８万８,０００円を追加するものでございます。 

 同じく２目設備費におきまして、久賀・大島地区下水道工事に伴う水道管等移設工事等に係る

未施工区間及び契約額の確定した個所について、４,４９９万４,０００円を減額するものでござ

います。 

 以上が、議案第５号平成２８年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）の概要

でございます。 

 続きまして、議案第６号平成２８年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第２号）につ

いて、補足説明をいたします。 

 ８５ページをお願いいたします。 
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 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算に１,０１４万６,０００円を追加し、歳入歳出

予算の総額を１０億１,１０９万５,０００円とするとともに、第２条により地方債の補正を行う

ものであります。 

 ９３ページをお願いいたします。 

 歳入でございます。東和片添地区公共下水道における長寿命化及び耐震計画の策定に係る契約

額の確定に伴いまして、３款国庫支出金、１項国庫補助金、１目下水道施設国庫補助金、１節特

定環境保全公共下水道補助金について４５万円を追加し、また、４款繰入金は、一般会計からの

繰入金９２９万６,０００円を追加し、財源調整を行っております。 

 ７款町債は、事業費の増額に伴い、過疎対策事業債４０万円を追加するものでございます。 

 ９４ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。１款公共下水費、１項事務費、１目総務管理費の職員人件費におきまして

は、当初予算編成以降の人事異動、山口県人事委員会の勧告による給与改定等に伴う職員人件費

の調整により、２０５万７,０００円を追加するものでございます。 

 また、総務一般経費におきましては、１３節委託料について、経営戦略策定支援業務として

２１４万４,０００円を新規に計上するものでございます。 

 これは、下水事業等が保有する資産老朽化に伴う大量更新期の到来や、人口減少等に伴う料金

収入の減少等により、経営状況は厳しさを増しており、不断の経営健全化が求められ、総務省は

経営戦略を策定し、計画的かつ合理的な経営を行うことにより、収支の改善策を通じた経営基盤

の強化等に努めるように要請しております。 

 また、自然条件等により建設改良費が割高のため、資本費が著しく高額となっている下水事業

につきましては、資本費負担の軽減を図ることにより経営の健全性を確保することを目的として、

資本費の一部を繰り出すための経費である高資本費対策に要する経費の交付税算入について、平

成２９年度から経営戦略の策定が要件化されるために、本年度中に経営戦略を策定する必要があ

り、その概要版を策定するものでございます。 

 次に、２項事業費、１目維持管理費において、１１節需用費について、東和片添処理区におけ

るマンホール蓋が硫化水素により腐食し完全に閉まらない状況のため、歩行者の通行の安全と適

正な維持管理を行うための修繕費、また安下庄の浄化センターにおける経年劣化による絶縁低下

のため、汚水流入量測定値が安定しない現象が発生したため、汚水流入量電磁流量計の修繕費と

して、また、電気機械設備等の修繕費として、合わせて７０８万４,０００円を追加し、２７節

公課費におきましては、平成２７年分の消費税確定申告及び平成２８年度中の中間申告予定納税

額の確定に伴い、消費税２４２万円を減額するものでございます。 

 また、同じく２目公共下水事業費におきましては、設備経費といたしまして、安下庄処理区の
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マンホールポンプ場に散水栓を新設する工事費及び水道新設加入負担金の、合わせて３８万

１,０００円を新規に計上するものでございます。 

 これは、タオル等の異物が詰まった過負荷等により緊急出動した際に、マンホールポンプ場内

の異物の除去や、その他の洗浄を行うもので、特に安高地区のマンホールポンプ場において流入

量が多いために、散水栓を新設するものでございます。 

 また、同じく２目公共下水事業費の、東和片添地区公共下水道事業では、長寿命化及び耐震計

画の策定に係る契約額の確定及び見込みにより、９０万円を追加するものでございます。 

 以上が、議案第６号平成２８年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第２号）の概要で

ございます。 

 次に、議案第７号平成２８年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）につ

いて、補足説明をいたします。 

 ９７ページお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、歳入歳出予算の総額を３億３,９４３万８,０００円とするとともに、

第２条により地方債の補正を行うものであります。 

 １０３ページをお願いいたします。 

 歳入の３款繰入金は、一般会計からの繰入金５万円を追加し、財源調整をしております。 

 １０４ページをお願いいたします。 

 歳出の１款農業集落排水費、１項総務管理費、１目総務管理費の職員人件費におきましては、

当初予算編成以降の人事異動、また山口県人事委員会の勧告による給与改定等に伴う職員人件費

の調整等により、４万１,０００円を追加するものであります。 

 同じく２項事業費、１目維持管理費は１１節需用費の修繕費について、施設の維持管理や修繕

等に要する緊急対応分として修繕費１００万円を追加し、２７節公課費におきましては、平成

２７年分の消費税確定申告、また平成２８年度中の中間申告予定納税額の確定に伴い、消費税

２０６万３,０００円を減額するものでございます。 

 以上が、議案第７号平成２８年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）の

概要でございます。 

 次に、議案第８号平成２８年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）につ

いて、補足説明をいたします。 

 １０５ページをお願いいたします。 

 第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算に１８７万２,０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を４,２４１万４,０００円とするものでございます。 

 １１１ページをお願いいたします。 
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 歳入の２款繰入金は、一般会計から１８７万２,０００円を繰入れ、財源調整をしております。 

 １１２ページをお願いいたします。 

 歳出の１款漁業集落排水費、１項総務管理費、１目総務管理費の総務一般経費において、

１３節委託料について、経営戦略策定支援業務として、１０７万２,０００円を新規に計上する

ものでございます。 

 同じく２項事業費、１目維持管理費は維持管理経費について、１１節需用費の修繕費として、

施設の維持管理や修繕等に要する緊急対応分として、修繕費８０万円を追加計上するものでござ

います。 

 以上が、議案第８号平成２８年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）の

概要でございます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げ、補足説明を終わらせてい

ただきます。 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩します。 

午後０時05分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時00分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き補足説明を求めます。 

 奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  それでは、議案第９号平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計補

正予算（第２号）につきまして、補足説明をいたします。 

 補正予算書の１１３ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、第１条により、既定の歳入歳出予算の総額に８万７,０００円を追加し、予算

の総額を８,５２３万９,０００円とするものでございます。 

 その概要につきまして、事項別明細書により御説明をいたします。 

 １１９ページをお願いいたします。 

 歳入につきまして、４款繰入金、１項他会計繰入金は、一般会計からの繰入金８万

７,０００円を追加計上いたしてしております。 

 １２０ページからは歳出でございます。渡船会計におきましても他の会計と同様に職員人件費

の調整を行ったところでございます。 

 以上が議案第９号平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号）についての概

要でございます。 

 何とぞ、慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようお願い申し上げ、補足説明を終わらせて
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いただきます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第２号平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）、質疑はご

ざいませんか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  ４番。５０ページの繰入金の中の、その他一般会計繰入金の

６０５万８,０００円の減額となっています。この理由といいますか、伺ったところによると、

会計上の収支をその他分の繰り入れで合わせるんだということを伺いましたが、そういうことで

しょうか。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  歳入の５０ページの、その他一般会計繰入金のうちの、その他一般

会計からの繰入金６０５万８,０００円の減額の要因ということでございますけども、これにつ

きましては、今回の補正につきましては、総額で３３６万２,０００円の減額となっております

けども、そういった中で、歳入につきましては、この一般会計繰入金にもありますように、

４９ページご覧になっていただければわかりますように、保険基盤安定事業の繰入金等々の増額

がありまして、また、職員の給与改定等々、人事異動に伴う職員給与費の減額７００万円等がご

ざいます。そういった中で、トータルとして、その他一般会計繰入金のその他の繰入金というの

は、まさしく国保会計の赤字といいますか、財源不足部分を一般会計から繰り入れてるものでご

ざいまして、そういったことで収支からしまして、今回の補正では６０５万８,０００円の減額

をさせていただいたということでございます。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  ４番。そうすると、本町ではゼロ決算ということをやってるとい

うことですが、この繰入金の減額をしないとすると、仮にそういうふうに、これをそのまま、そ

の他分はそのままにするということになると、決算のときには、この金額が剰余金、いわゆる黒

字としてあらわれると、そういうふうに理解していいのかどうかをお伺いします。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  仮にではございますが、そういった処置をすれば、当然黒字に会計

上はなるというふうに理解しますので、それはそういった結果になるというふうに思ってます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第３号平成２８年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）、質疑は



- 45 - 

ございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第４号平成２８年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）、質疑はござい

ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第５号平成２８年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）、質疑はござい

ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第６号平成２８年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第２号）、質疑はございま

せんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第７号平成２８年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）、質疑はご

ざいませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第８号平成２８年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）、質疑はご

ざいませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第９号平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号）、質疑はございませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 以上で、議案第２号平成２８年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）か

ら議案第９号平成２８年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号）までの質疑を終了い

たします。討論、採決は最終日といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１５．議案第１０号 
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○議長（荒川 政義君）  日程第１５、議案第１０号平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計

補正予算（第２号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。石原公営企業管理者。 

○公営企業管理者（石原 得博君）  議案第１０号平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計補

正予算（第２号）の補足説明を申し上げます。 

 御手元の平成２８年度の周防大島町公営企業局補正予算書の１ページをご覧いただきたいと思

います。 

 まず、第２条の業務の予定量では、病院患者数は入院合計で２,３３５人、外来合計で

５,１１９人の減少を、介護老人保健施設利用者数も入所合計で７４６人、次の２ページになり

ますが、通所合計で１０１人の減少を見込んでおります。それに伴いまして１日の平均患者数・

利用者数を補正しております。 

 次に３ページをお願いいたします。 

 第３条の収益的収入及び支出では、収入につきましては業務の予定量の減少に伴います診療収

入の減少と基金運用益の増加により、合計で２,７９５万８,０００円を減額補正し、５５億

７,４６８万円を見込んでおります。 

 支出につきましては、給与改定等の影響に伴います給与費の増加や業務の予定量の減少に伴い

ます材料費の減少により、次の４ページになりますが、合計で２,７７２万１,０００円を減額補

正し、５５億７,４２６万円を見込んでおります。 

 第４条の議会の議決を経なければ流用できない経費につきましては、給与費を５４９万

１,０００円を増額補正し、３０億２,０９４万８,０００円としております。 

 内容といたしましては、給与改定に伴うものが２,４３０万８,０００円の増額、職員の採用退

職等の影響によるものが１,８８１万７,０００円減額となっております。 

 第５条の薬品や診療用材料費等のたな卸資産購入限度額につきましても、業務の予定量に基づ

きまして算出し、合計で３,５８６万９,０００円減額補正しております。 

 附属資料といたしまして、５ページ以降に補正予算に関する説明書として、予算実施計画、予

定キャッシュ・フロー計算書、給与費明細書、予定貸借対照表、注記を添付してございます。 

 以上が、平成２８年度周防大島町公営企業局企業会計補正予算（第２号）の内容でございます。 

 どうかよろしく御審議いただき、御議決賜りますようお願い申し上げて、補足説明を終わらせ

ていただきます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑はございませ

んか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  ４番。６ページの東和病院事業費の中の報酬１,２００万円の増
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額ということになってます。聞くところによると、これは泌尿器を新たに東和病院で診れるよう

にしてもらう。その報酬が入っているということもお伺いしましたが、その辺について具体的に

御説明をお願いをいたします。 

○議長（荒川 政義君）  藤田公営企業局総務部長。 

○公営企業局総務部長（藤田 隆宏君）  ただいま御質問のありました東和病院の報酬の

１,２００万円の増ということでございますが、一応、来年の１月１日で、懸案でありました泌

尿器科の常勤医師が招聘できることになりまして、採用予定で、一応３４０万円組んでおります。

そのほかは、一応、麻酔科、東和病院の整形の院長先生が着任されまして、９月ごろから手術を

始めております。そのために麻酔科の先生に週１回程度、非常勤で来ていただいてますので、そ

の人の増額、並びに准看護師、看護助手、調理員等の採用を含めまして、総計で１,２００万円

の増額を見込んでおります。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  常勤ということは、東和病院では、もう毎日泌尿器の診察をして

もらえるということで、よろしいのかどうかを伺います。 

○議長（荒川 政義君）  藤田公営企業局総務部長。 

○公営企業局総務部長（藤田 隆宏君）  透析等がありますので、毎日外来診療というのは難しい

かもしれませんけれど、一応、常勤で月曜日から金曜日までいらっしゃるというのは間違いござ

いません。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。討論・採決は最終日とい

たします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１６．議案第１１号 

日程第１７．議案第１２号 

日程第１８．議案第１３号 

日程第１９．議案第１４号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１６、議案第１１号周防大島町水道事業の設置等に関する条例の

制定についてから、日程第１９、議案第１４号周防大島町水道事業行政財産使用料徴収条例の制

定についてまでの４議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第１１号から議案第１４号までについて、一括して補



- 48 - 

足説明をさせていただきます。 

 まず、議案第１１号周防大島町水道事業の設置等に関する条例の制定についてであります。 

 総務省は、簡易水道事業の統合及び地方公営企業の適用については、経理内容の明確化、透明

性の向上、経営の効率化を図る観点から、これまでも積極的に推進してきたところでございます

が、住民生活に密着したサービスを提供している簡易水道事業については、公営企業会計適用の

必要性が高いことから、重点的に取り組むよう要請があったところでございます。 

 また、平成１９年度には、厚生労働省から簡易水道に係る国庫補助制度が見直され、既存の簡

易水道事業が統合可能であるにもかかわらず統合しない簡易水道事業に対しては、今後補助対象

としないと示されましたが、平成２１年度末までに簡易水道統合計画を策定し、国へ提出し、平

成２８年度末までに統合する簡易水道事業については引き続き補助対象となることから、本町に

おきましても、平成２１年８月に、前島、笠佐島、浮島の３離島の簡易水道事業を除く１０カ所

の簡易水道事業と１カ所の飲料水供給施設を、平成２８年度末までに統合する簡易水道事業統合

計画を厚生労働省に提出いたしました。 

 この統合によりまして、本町では給水人口が水道法第３条第３項に規定する簡易水道事業の上

限である５,０００人を超えることから、公営企業法の全部の規定が適用となる上水道事業に移

行することとなります。 

 ３離島を含めた全ての簡易水道事業の統合ということも考えられますが、３離島のうち浮島に

おいては、今年度から海底送水管整備事業に着手しております。交付税算入のある辺地及び簡易

水道事業債を財源としていますので、３離島につきましては、当分の間は簡易水道事業として運

営してまいりたいと考えております。 

 統合年月日につきましては、平成２８年１月に厚生労働省から、平成２９年４月１日に認可統

合される事業については、当初の目標どおり平成２８年度末までに統合したものと整理するとい

う見解を受けまして、本町の水道事業の統合につきましても平成２９年４月１日とし、既に山口

県知事の認可も受けているところでございます。 

 以上のことから、本案は、統合水道事業を地方公営企業として設置する規定及び経営の基本に

関する事項等を規定する条例の整備について、条例の制定やその条例の制定に関連する条例の一

部改正を行うものでございます。 

 それでは、その概要につきまして、条文に沿って御説明をいたします。 

 議案つづりの５ページをお願いいたします。 

 本条例は７条からなるもので、第１条では水道事業の設置を、第２条では基本方針を、同条第

２項第１号で水道事業の統合により給水区域を、第２号及び第３号にそれぞれ給水人口及び１日

最大給水量を規定しております。 
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 第３条では、地方公営企業法及び同法施行令の規定に基づき、事業管理者を置かず、町長が管

理者の権限に属する事務を処理することと規定しており、同条第２項では管理者の権限に属する

事務を処理させるため、水道課を置くと規定しております。 

 第４条では、地方公営企業法の規定に基づき、予算で定めなければならない水道事業の用に供

する重要な資産の取得及び処分について、その金額や種類について規定しております。 

 第５条では、地方公営企業法第３４条において準用する地方自治法第２４３条の２第８項の規

定により、議会の同意を要する賠償責任の免除を。 

 第６条では、地方公営企業法第４０条第２項の規定に基づき、負担付きの寄附又は贈与の受領

で、議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等を規定しております。 

 第７条では、町長への業務状況を説明する書類の提出について規定しております。 

 次に附則の第２項からは、水道事業への移行に伴い関連する条例の改正を行うもので、新旧対

照表に沿って説明させていただきます。 

 １０ページの新旧対照表をお願いいたします。 

 附則第２項の周防大島町行政組織条例の一部改正では、環境生活部の事務分掌のうち、水道を

町長部局の事務である簡易水道に改め、次に１１ページ及び１２ページでございますが、附則第

３項周防大島町個人情報保護条例の一部改正及び附則第４項の周防大島町情報公開条例の一部改

正につきましては、それぞれ第２条において、町長の定義に水道事業管理者の権限を加え、次に

１３ページになりますが、附則第５項周防大島町職員定数条例の一部改正において、町長の事務

部局から水道事業の職員を分離するため、第２条において町長の事務部局の定数を２９５人に減

じ、水道事業の職員定数を新たに１５人に改正するものでございます。 

 次に１４ページでございますが、附則第６項周防大島町特別会計条例の一部改正において、地

方公営企業法の全部の規定を適用する事業である水道事業について、公営企業特別会計の例に倣

い、水道事業特別会計を新たに設けるものでございます。 

 次に１５ページでございます。 

 附則第７項周防大島町諸収入金督促手数料及び延滞金徴収並びに滞納処分執行条例の一部改正

でも、第２条において、町長の定義に水道事業管理者の権限を加えるものでございます。 

 次に１６ページですが、附則第８項周防大島町簡易水道事業給水条例の一部改正では、第９条

第２項及び第５項において、材料の記載を水道法施行令に記載されている表現に統一するため、

材質に改正するとともに、簡易水道事業から３施設を除く水道事業への移行に伴い、別表のとお

り、簡易水道の給水区域を改正するものでございます。 

 次に２４ページですが、附則第９項周防大島町布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに

水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部改正につきましても、簡易水道事業から水道事業
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への移行に伴い、第３条第１項において水道事業における布設工事監督者の資格に必要な経験年

数を、同条第２項では、簡易水道事業における布設工事監督者の資格に必要な経験年数を第１項

の読みかえにより規定し、第４条第１項では同じく、簡易水道事業から３施設を除く水道事業へ

の移行に伴い、水道技術管理者の資格に必要な経験年数を、同条第２項では簡易水道事業におけ

る水道技術管理者の資格に必要な経験年数を、第１項の読みかえにより規定しております。 

 附則第１０項では、飲料水供給施設も水道事業へ移行することから、周防大島町飲料水供給施

設事業給水条例を廃止するものでございます。 

 次に２７ページ及び２８ページですが、附則第１１項及び附則第１２項も、簡易水道事業から

３施設を除く水道事業への移行に伴い、公共下水道及び農業集落排水処理施設において、汚水量

の算定に、水道事業及び簡易水道事業により使用した量により算定すると改正するものでござい

ます。 

 なお、附則第１項のとおり、本条例の制定及び一部改正の施行日を平成２９年４月１日からと

しております。 

 以上が、議案第１１号の補足説明でございます。 

 次に、議案第１２号、周防大島町水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の制定につ

いてであります。 

 本案も、統合による水道事業への移行に伴い、水道事業職員の給与の種類及び基準に関し必要

な事項を定めるものでございます。 

 それでは、概要につきまして、順を追って御説明いたします。 

 議案つづりの２９ページをお願いいたします。 

 本条例は２１条からなるもので、第１条から第３条までは、本条例の趣旨や給与の種類、給料

表について規定しております。 

 第４条から第１５条までは、第２条第３項に規定する各種手当の支給条件を規定しております。 

 第１６条では、職員が休暇等を除き勤務しない場合や、部分休業又は介護休暇の承認を受けて

勤務しない場合には、その勤務しない時間に応じて給与額を減額して支給すると規定しておりま

す。 

 第１７条では、休職が承認された職員については、管理者が定める規定に基づき給与を支給で

きることを規定しております。 

 第１８条及び第１９条では、専従休職者または育児休業の承認を受けた職員については、いか

なる給与も支給しないことを規定しております。 

 第２０条では、非常勤職員の給与については、職員の給与との均衡を考慮し、予算の範囲内で

給与を支給することを規定しております。 
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 第２１条では、再任用職員や育児休業職員に代わり、職員の業務を処理するため必要があると

認め採用された短時間勤務職員には、扶養手当及び住居手当の支給をしないことを規定しており

ます。 

 給料表や諸手当の額など、詳細につきましては規程で定めることとしており、いずれも町長部

局一般職の職員に係る規定を準用することとしております。 

 なお、附則として、本条例の施行日を平成２９年４月１日からとしております。 

 以上が、議案第１２号の補足説明でございます。 

 続きまして、議案第１３号周防大島町水道事業給水条例の制定についてであります。 

 本案も、統合による水道事業への移行に伴い、水道の給水について必要な事項を定めるもので

ございます。 

 本条例は、周防大島町簡易水道事業給水条例をもとに、料金、費用負担その他の供給条件等を

規定しており、水道料金や手数料、加入金等の額の改定は行っておりません。 

 それでは、その概要につきまして御説明いたします。 

 議案つづりの３３ページをお願いいたします。 

 本条例は４８条からなるもので、第１条から第４条までは本条例の趣旨や給水区域、また、用

語の定義や給水装置の種類について規定しております。 

 第５条から第８条までは、給水装置の新設等の申し込みや費用負担、開発行為に伴う事前協議

について規定しております。 

 第９条から第１５条までは、給水装置の工事の施行に係る手続きや給水管、給水用具の指定、

また、給水装置工事の申し込み等について規定しております。 

 第１６条から第２１条までは、給水の原則や用途、また、給水契約の申し込み等について規定

しております。 

 第２２条及び第２３条では、水道メーターの設置や貸与について規定しており、第２４条から

第２７条までは、水道使用者の管理者への水道の使用中止や変更の届け出、また、消火栓使用制

限や水道使用者の管理上の責任、給水装置及び水質の検査等について規定しております。 

 第２８条から第３６条までは、水道料金の支払い義務や料金、その算定方法や使用水量及び用

途、無届け使用に対する認定や料金の徴収方法、また、手数料や加入金の額や料金等の軽減また

は免除等について規定しております。 

 第３７条から第４５条までは、給水装置の検査や給水装置の基準違反に対する措置及び給水の

停止、切り離し、また、家族等の行為に関する責任や給水装置の操作の責任、違反の場合の措置

や罰則、過料等について規定しております。 

 第４６条及び第４７条では、貯水槽水道の設置者に対する管理者の責務や簡易専用水道等の設
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置者の責務を規定しております。 

 第４８条では、本条例の施行に関して必要な事項は、管理者へ委任することを規定しておりま

す。 

 また、附則として、本条例の施行日を平成２９年４月１日からとしております。 

 以上が、議案第１３号の補足説明でございます。 

 続いて、議案第１４号周防大島町水道事業行政財産使用料徴収条例の制定についてであります。 

 本案も、統合による水道事業への移行に伴い、水道事業の行政財産使用料について必要な事項

を定めるものでございます。 

 それでは、概要につきまして、順を追って御説明いたします。 

 議案つづりの４３ページをお願いいたします。 

 本条例は６条からなるもので、第１条では本条例の趣旨を、第２条では使用料の徴収やその金

額の計算を、第３条では納入の時期や方法を規定しておりますが、使用料等につきましては、周

防大島町行政財産使用料徴収条例との整合性を図っております。 

 第４条では、使用料を減額し、または免除することができる場合を規定しており、第５条では

この条例に規定するもののほか、使用料の徴収に係る必要な事項については、周防大島町行政財

産使用料徴収条例施行規則に委任する旨を規定しております。 

 第６条では、詐欺その他不正な行為により使用料の徴収を免れた者に対する過料を規定してお

ります。 

 なお、附則として、本条例の施行日を平成２９年４月１日からとしております。 

 以上が、議案第１１号から議案第１４号までの補足説明でございます。 

 何とぞ、慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。 

 議案第１１号周防大島町水道事業の設置等に関する条例の制定について、質疑はございません

か。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  ４番。国は、なぜ統合を補助の条件にしているのか。その考え方

っていうのはどういうふうなところにあると、周防大島町としてはお考えなのか、お伺いします。 

○議長（荒川 政義君）  佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  今の御質問についてお答えいたします。 

 先ほどの補足説明と少しダブるところがあるかもわかりませんけど、公営企業につきましては、

本来、独立採算の原則に基づき、経済性を発揮しながら必要なサービスを提供する重要な役割を

果たしてるとこでございます。本町におきましても、人口減少やインフラ老朽が大きな課題とな

っており、高度成長、経済成長期に集中的に整備された施設、あるいは、設備の老朽化に伴う更
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新投資の増大や人口減少に伴う料金収入の減少が見込まれるなど、経営環境は厳しさを増しつつ

あるところでございます。 

 こうした中で、中長的な視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上等に

取り組んでいくことが求められます。これらについて、より的確に取り組むために公営企業会計

を適用し、みずからの経営試算等を正確に把握することが必要となるものでございます。この理

由から、総務省から、簡易水道としても同会計の適用を促進していくことが促されております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第１２号周防大島町水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の制定について、質

疑はございませんか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  一般職の職員の給与条例と中身的には同じなのか、違うのか。違

うとすれば、どういうところが違うのか、お伺いをします。 

○議長（荒川 政義君）  佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  お答えいたします。一般職の職員と同じでございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１３号周防大島町水道事業給水条例の制定について、質疑はございませんか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  まず、２９条の料金表についてですが、これによると簡易水道条

例と同じです。町長もかねてから、周防大島町の水道料が県下一高いということもおっしゃって

ましたけれども、これでいくと、２０立方当たりが４,３２７円ということになって、県の資料

をもらったんですが、平成２７年４月現在で、周防大島町が４,７２０立方当たりが４,７４３円

で一番高いということになっていました。この２８年度で４,３２７円ということになると、余

り違わない金額で、しかもこれを見ますと、柳井広域の水道ですね、弥栄ダムから来る。その関

係の自治体が大体同じ金額ということになってて、大変、県内では高いお友達といいますか、高

い自治体ということになってるわけです。この理由としてはどういうふうなことが考えられるの

か、ということが一つ。 

 それから、引き下げができない、しない、できないのかしないのか、その理由についてお伺い

します。 

 それから、３条で使用料は定められた納付書で納付しなければならないというふうになってて、
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それを原則として、だけど、特別な理由があればそうしなくてもよいということが書いてあると

思うんですが、この特別な理由っていうのはどういうことになるのかお伺いします。 

 同じように３条の２項で、使用料の還付は町としてはしないというのが原則になってるけれど

も、これも特別な理由があれば還付してもよいと。これも特別な理由ということは、どういうこ

となのか伺います。特別な場合ですね、特別な場合。 

 これらについて……。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。質問の内容をもう一遍よう確かめて、条例が違う。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  １３号については３６条ですね。３６条の料金及び手数料の軽減

または免除というところですが、公益上、その他特別な理由があると認めたときは、軽減や免除

あるいは延納ができると。これは具体的にどういう特別な理由があるのか、あると想定している

のか伺います。とともに、それに対しての手数料の軽減または免除、延納についての、この条例

とは別個の規則、そういうものは、今、簡水のときにもあったのかもしれませんけれども、どう

いうふうにされるのかお伺いします。 

○議長（荒川 政義君）  １３条についてのみ、答弁します。１３号です。ごめんなさい。椎木町

長。 

○町長（椎木  巧君）  水道料金が、簡易水道のときですね、今からこれ制定するわけですが、

簡易水道のときですが、要するに柳井広域水道企業団から受水を受けておるその構成町、柳井水

道企業団を構成しておる、岩国市は旧由宇町だけなんですが、あと、柳井市、平生町、田布施町、

上関町、周防大島町の水道料金が異常に高いということなんですが、異常に高いかどうかわかり

ません。県内で高いところにあるということなんですが、何が原因かということでございますが、

いうなれば、この柳井広域水道企業団から受水を受けてる受水費が高いから、こういうことにな

るわけであります。受水費が高いとなぜ高くなるか。受水費が、じゃあなぜ高いのかということ

になりますが、膨大な費用をかけて、大竹市と和木町の境界にある弥栄ダムからここの延々と柳

井市まで導水管で引っ張ってきて、そして浄水して、そして配水給水をしておるということに対

しまして、膨大な費用をかけてそれを造った。その結果、結果的に受水費が高くなっておるとい

うことでございます。 

 もう１点は、周防大島町の場合、平成１２年に広域水道からの給水を開始することになったん

ですが、それまでは実は非常に、旧４町でございましたが、４町でばらばらではあったんですが、

普及率が非常に低かったということでございます。そこで、平成１２年の給水開始にあわせて、

それぞれの町によって、ずっと普及を、要するに給水の拡張をやってきたわけでございます。当

然もう、給水の拡張をやれば、それは簡易水道事業に起債の残高として残っております。当然そ

れは水道会計の中から償還をしなければならないということで、費用が嵩んでおるという要因が
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ございます。これらを合わせますと、いずれにいたしましても、水道の使用料、皆様方から、町

民の皆さん方から、使用されてる皆さん方から集めて、それが唯一の収入でございますんで、そ

れで賄えないということになっておりまして、当然一般会計から繰り入れをいたしております。

その一般会計から繰り入れいたしておりますのも、基準繰入と基準外繰入ございまして、基準繰

入っていうのは、それは基準に基づいた繰り入れが出るんですが、それ以外にも大きな一般会計

の任意の繰り入れを行って、何とか会計を保っておるという状況でございますので、この水道使

用料を引き下げるということは、とっても、今のところできないということになっております。

じゃあ、もとから来る受水費を下げる方法がないのかということになりますが、当然、大きな費

用をかけて柳井広域水道自体を建設しておりますので、当面今のところ、そちらを下げるという

方法もございません。ただ、今のところ、今まで、トン当たり１２０円を来年度から１１３円に

引き下げるということは、実は実現できております。しかしながら、これは、非常に柳井広域水

道企業団のほうの会計を非常に悪くする要因になります。だから、いずれにいたしましても、向

こうも一部事務組合で、構成町が最終的には負担をしなければならないものです。ここは、周防

大島町で負担しなければならない水道事業でございますんで、いずれにいたしましても、どこか

を安くすればどこかに負担が、しわ寄せが来るということにもなると思いますので、当面今のと

ころ、この水道使用料を引き下げるということは難しいというふうに御理解いただきたいと思い

ます。 

○議長（荒川 政義君）  佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  先ほどの料金及び手数料等の軽減または免除についてでござい

ますが、この給水条例の制定に伴いまして、当然、給水条例施行規則というのを制定する予定で

ございます。今現在、簡易水道事業給水条例施行規則の中に第２４条として、災害その他の理由

により料金の納付が困難である者の料金、あるいは、不可抗力による漏水に起因する料金、その

他町長が公益上特別な理由があると認めた場合には、手数料等の軽減または免除を行うと規定さ

れてます。ですから、したがいまして、先ほど申しましたように、給水条例の施行規則を制定す

るにあたりましても、これを引用する予定でございます。 

 また、お金を返す場合には、漏水等が認められれば、返納するということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  伊村上下水道課長。 

○上下水道課長（伊村 明彦君）  ちょっと訂正させていただきます。先ほど私のほうから、広域

の受水費の単価の関係を来年度からということを言ってしまいましたが、２８年４月からです。

５年間１１３円、消費税別で１１３円となっております。どうも失礼しました。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１４号周防大島町水道事業行政財産使用料徴収条例の制定について、質疑はございませ

んか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  ４番。大変失礼しました。また同じことを言いますけれども、土

地とか建物を使用させる場合っていうのは、具体的にはどういうことを想定しているのか伺いま

す。 

 それから、３条の使用料は定められた納付書で納付しなければならないというのが原則だけれ

ども、特別の理由があれば、そうしなくてもよい。この意味ですか、特別な場合というのはどう

いう場合が想定されるのか。 

 同じく３条の２項の還付しないのが原則だが、還付する場合があると。その特別な場合という

のはどういう場合なのか。また、これらも先ほどと同じように、一定の基準を規則などで決める

ものなのかどうかもお伺いをいたします。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  この条例の解釈の問題だろうと思いますけど、まず第３条の納付書

により納付しなければならない、ただし、管理者において特別の理由があると認めるときは、こ

の。これにつきましては、私どもの解釈、納付書、これ通常町長が、管理者が発した納付書で納

め、要するに、指定金融機関あるいは収納代理金融機関で納めていただくのが、あるいは各支所

なりで納めていただくのが、納付書で納める。ですが、場合によっては、指定金融機関等々に行

けない場合は、他の銀行なりから振り込まれる場合がございます。そういった場合は、この納付

書、要するに請求書に基づいてですが、納付書、その納付書を使わなくても納めることはできま

すので、こういったケースが想定されるということで、こういった条文があるというふうに理解

しております。 

 それから使用料は還付しない。これは大原則ですけども、特別な理由がある場合と認めるとき

は還付することができる。これは例えばですが、災害等でその使用ができなくなった場合、そう

いった場合は、あるいは町の瑕疵でその利用が困難になった場合には還付をすることができると

いう条文でございます。 

 それと、どういったことを想定してる。例えばですが、水道施設用地に電柱なりが立つことが

ございます。中国電力なり、ＮＴＴの電柱が立てられるケースがございます。そういったことを

想定した条例ということでございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございません──。（発言する者あり） 

 いいですか。砂田議員。 
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○議員（４番 砂田 雅一君）  土地や建物を使用させるということを予定してるんですよね。だ

から、今おっしゃった電柱を、中電に貸すかもわからんとっていうような場合、その場合は土地

の価格の１,０００分の６、評価額ですよねこれ、評価額の１,０００分の６をもらうと。電柱を

立てる面積っていうのは非常に限られたものだと思うんですが、その土地全体の、一筆分の土地

の評価額で計算するということになるのか。その辺のもっと小さな取り決めっていうのは、その

３条を含めて、こういう場合は還付しますよ、あるいはこういう場合は納付書要りませんよ、と

いうような一定のボーダーライン的な規則、そういうものはつくるのかどうかもお伺いをしたい

と思います。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  電柱を例にどういったケースが想定されるのかということで、電柱

等に水道事業の行政財産を中電なりにお貸しする場合というのを例でちょっと申し上げさせてい

ただいたんですが、電柱についての御質問ございました。議案書の４５ページをご覧いただきた

いんですが、当然土地等につきましては、１,０００分の６っていう規定がございます。ですが、

この備考欄の６に電柱等を設置するためにという云々、というくだりがございます。これにつき

ましては、周防大島町道路占用料徴収条例というのが別にございまして、１本当たり幾らと。ち

ょっと細かい数字は覚えてませんが、１本当たり幾らという使用料をいただくということになっ

ております。減免については、要するにそういったことが、例えば災害とかで、その土地が使用

できなくなったとか、そういった場合には還付するということが想定されておるという意味でご

ざいます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。佐々木環境生活部長。 

○環境生活部長（佐々木義光君）  今のところ未定でございますが、必要に応じて制定することも

あるかと思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 お諮りします。質疑が終結しましたので、議案第１１号から議案第１４号までの４議案を所管

の建設環境常任委員会へ付託することにしたいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、議案第１１号から議案第１４号の４議案

を所管の建設環境常任委員会へ付託することに決定しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２０．議案第１５号 
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日程第２１．議案第１６号 

日程第２２．議案第１７号 

日程第２３．議案第１８号 

日程第２４．議案第１９号 

日程第２５．議案第２０号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２０、議案第１５号周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する条例の一部改正についてから、日程第２５、議案第２０号周防大島町病院等事業の設置等

に関する条例等の一部改正についてまでの６議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第１５号から議案第２０号までのうち、議案第１９号

までの５議案につきまして、補足説明をさせていただきます。 

 まず、議案第１５号周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正につい

てであります。 

 少子高齢化の進展に伴い、育児や介護を行う職員の職業生活と家庭生活の両立をより一層容易

にするため、働きながら育児がしやすい環境整備をさらに進めるよう、関係法令の改正について

人事院の勧告がなされました。 

 これに伴い、地方公務員の育児休業等に関する法律及び、育児休業、介護休業等育児又は介護

を行う労働者の福祉に関する法律が一部改正されましたので、本条例についても法律に沿った改

正をしようとするものであります。 

 それでは、改正の要点を逐条に沿って御説明申し上げます。 

 第８条の２でございますが、第１項及び第２項に育児休業等の対象となる子について、職員が

民法の規定による特別養子縁組の成立に係る監護を現に行う者、また、育児福祉法の規定により、

里親である職員に委託されている児童であって、当該職員が養子縁組によって養親となることを

希望しているものを加えるものでございます。 

 また、同条第２項において、日常生活を営むのに支障がある者を要介護者に改めるものでござ

います。 

 同様の改正でございますが、第８条の３第４項におきましても、日常生活を営むのに支障があ

る者を要介護者に改めるものでございます。 

 第１１条でございますが、法改正により新設された介護時間を休暇の種類に加えるものでござ

います。 

 第１５条でございますが、日常生活を営むのに支障がある者にあたる方を要介護者とすべく字

句を加えること、また、職員が要介護家族の介護をするため、３回を超えず、かつ、通算して
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６カ月を超えない範囲内で指定する期間内に勤務しないことができるよう、条文を加えるもので

ございます。 

 第１６条でございますが、職員が要介護家族の介護をするため、連続する３年の期間内におい

て、１日につき２時間を超えない範囲内で勤務しないことができる介護時間を新設するものでご

ざいます。 

 なお、介護時間につきましては、勤務をしない時間について給与額を減額することとなってお

ります。 

 第１７条以降につきましては、第１６条の介護時間の規定を加えることにより１条ずつ繰り下

げ、第１７条におきましては、見出し及び本則へ介護時間を加えるものでございます。 

 附則第１項は、施行期日を定めるもので、平成２９年１月１日から施行するものでございます。 

 附則第２項は、改正前の周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第１６条の規

定により介護休暇の承認を受けた職員であって、この改正の実施の日において、当該介護休暇の

初日から起算して６カ月を経過していない者の介護休暇の期間についても適用しようとするもの

でございます。 

 以上が議案第１５号の補足説明でございます。 

 次に、議案第１６号周防大島町職員の育児休業等に関する条例の一部改正についてであります。 

 議案第１５号の周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正についての

説明と同様になりますが、育児や介護と仕事の両立を支援するため、働きながら育児等がしやす

い環境整備をさらに進める旨の人事院勧告を受け、地方公務員の育児休業等に関する法律及び、

育児休業、介護休業等育児又は介護を行う労働者の福祉に関する法律が一部改正されましたので、

本条例についても法律に沿った改正をしようとするものでございます。 

 少子高齢化の進展に伴い、育児や介護を行う職員の職業生活と家庭生活の両立をより一層容易

にするため、育児休業等の承認について対象を拡大し、働きながら育児がしやすい環境整備をさ

らに進めるよう、関係法令の改正について人事院の勧告がなされました。 

 これに伴い、地方公務員の育児休業等に関する法律及び、育児休業、介護休業等育児又は介護

を行う労働者の福祉に関する法律が一部改正されましたので、本条例についても法律に沿った改

正をしようとするものであります。 

 それでは、改正の要点を逐条に沿って御説明申し上げます。 

 第２条の２でございますが、第２条の２を第２条の３とし、新たな第２条の２につきましては、

育児休業法第２条第１項の条例で定める者を加えるもので、児童福祉法に規定する養育里親であ

る職員に対し、同法２７条第１項第３号に規定する里親に委託されている児童を育児休業の対象

としようとするものでございます。 



- 60 - 

 第３条でございますが、第２号から第５号を１号ずつ繰り下げ、第１号を２つの号に分けまし

て、民法の規定による特別養子縁組の請求が終了した場合、また、児童福祉法の規定による里親

の委託の解除があった場合を特別な事情とし、育児休業が承認できる旨を新設するものでござい

ます。 

 第１０条でございますが、育児短時間勤務の承認について、先に説明をいたしました第３条に

該当する場合において、同様の対象とするものでございます。 

 なお、改正条例につきましては、平成２９年１月１日から施行するものでございます。 

 以上が議案第１６号の補足説明でございます。 

○議長（荒川 政義君）  副町長、ちょっと１７号、休憩に入る。休憩に入る。 

 暫時休憩します。 

午後２時00分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後２時10分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、引き続いて議案第１７号周防大島町一般職の職員の給与に

関する条例等の一部改正について補足説明いたします。 

 山口県人事委員会は、１０月１９日に一般職の給与等について勧告を行いましたが、山口県は

これを受け、勧告どおり平成２８年度の給与改定を行う予定でございます。 

 本年度は、官民給与の格差を踏まえ、給料表の引き上げ改定を行うとともに、民間の特別給の

支給割合との均衡を図るため、支給割合の引き上げを行うものであり、本町も山口県に準じ、給

料月額について平均０.２５％の引き上げ、期末・勤勉手当につきましても、民間の支給状況を

反映して、支給月数をそれぞれ０.０５月分引き上げることといたしました。 

 また、扶養手当につきましては、子に要する経費の実情や、国全体として少子化対策が推進さ

れていることに配慮し、山口県に準じ、子に係る支給月額を１人につき６００円引き上げること

といたしました。 

 さらに、一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴い、船舶職員の給与及び旅費条例の

改正、議会議員及び町長等の期末手当に関する条例もあわせて改正するため、関連条例を一括し

て一部改正しようとするものであります。 

 それでは、改正の要点を逐条に沿って御説明申し上げます。 

 第１条の周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正でございますが、まず、子に

係る扶養手当の拡充に伴い、第８条の関係規定を改正するもので、現行の６,５００円を

７,１００円に改めるものでございます。 
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 第９条につきましては、扶養手当の拡充に伴い第８条を改めようとしておりますが、この改正

に伴う号番号の整合を図るものでございます。 

 第１８条につきましては、第２項中の勤勉手当の支給割合を１００分の５引き上げ、現行の

「１００分の８０」から「１００分の８５」に、再任用職員につきましても支給割合を１００分

の２.５引き上げ、現行の「１００分の３７.５」から「１００分の４０」に改正するものでござ

います。この改正により、年間の勤勉手当の支給割合は、それぞれ現行の「１００分の１６０」

及び「１００分の７５」から、「１００分の１７０」及び「１００分の８０」となります。 

 別表第１から別表第３につきましては、行政職、医療職及び技能職に係る給料表をそれぞれ改

正するものでございます。 

 第２条は、周防大島町船舶職職員の給与及び旅費等に関する条例の一部改正でございます。 

 第１条で御説明いたしましたとおり、山口県人事委員会勧告に伴い、船舶職に係る給料表を改

正するものでございます。 

 第３条及び第５条につきましては、周防大島町議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関す

る条例及び、周防大島町長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正でございます。 

 一般職の職員の給与改定に準じ、町議会議員及び町長等の１２月期の期末手当の支給割合を

１００分の１０引き上げ、現行の「１００分の１６５」から「１００分の１７５」に改正するも

のでございます。 

 第４条及び第６条につきましても、周防大島町議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関す

る条例及び、周防大島町長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正でございますが、第３条及

び第５条において１２月期に１００分の１０引き上げた期末手当の支給割合を、６月期及び

１２月期において、それぞれ１００分の５に振り分ける改正を行い、６月期には１００分の５を

加えた「１００分の１５５」に、１２月期は１００分の５を減じ、「１００分の１７０」に改正

するものでございます。この改正により、６月期と１２月期を合計した年間の期末手当の支給割

合は、第５条及び第７条と同様に「１００分の３２５」となります。 

 附則第１項及び第２項は、施行期日を定めるもので、本条例の第１条、第２条、第３条及び第

５条の規定は公布の日から施行し、平成２８年４月１日から適用とし、第４条及び第６条につき

ましては、平成２９年４月１日から施行するものでございます。 

 附則第３項及び第４項は、中途の異動者や採用者間において、均衡上必要と認められる限度で

調整することができると規定したものでございます。 

 附則第５項は、改正前の給与条例の規定に基づいた給与が、改正後の給与条例の規定による内

払いとすることとしており、改正後の条例の規定を適用した場合は、その差額を支給することと

なります。 
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 附則第６項及び第７項も、改正前の条例の規定に基づいた町議会議員及び町長等の期末手当が、

改正後の条例の規定による議会議員及び町長等の期末手当の内払いとしており、改正後の条例を

適用した場合は、その差額を支給することとなります。 

 附則第８項は、規則への委任であります。 

 なお、今回の改正による年間の影響額でございますが、約でございますが、１,６９３万円の

増額となる見込みでございます。 

 以上が、議案第１７号の補足説明であります。 

 続いて、議案第１８号周防大島町税条例等の一部改正についてであります。 

 本議案は、平成２８年３月３１日にそれぞれ公布された地方税法等の一部を改正する等の法律

（平成２８年法律第１３号）、地方税法施行令等の一部を改正する等の政令（平成２８年政令第

１３３号）及び地方税法施行規則等の一部を改正する省令（平成２８年総務省令第３８号）のう

ち、平成２９年１月１日以降に施行される改正事項及び所得税法等の一部を改正する法律（平成

２８年法律第１５号）が平成２８年３月３１日に公布され、また外国人等の国際運輸業に係る所

得に対する相互主義による所得税等の非課税に関する法律施行令等の一部を改正する政令（平成

２８年政令第２２６号）が平成２８年５月２５日に公布され、法律と同日の平成２９年１月１日

から施行されることに伴い、周防大島町税条例等の一部改正するものであります。 

 主な改正点でありますが、１点目としまして、平成２６年１２月の国税に係る最高裁判決を踏

まえ、個人町民税、法人町民税に係る延滞金の計算期間等について、国税における延滞税の計算

期間等の見直しに準じて所要の措置を講じるものであります。 

 ２点目といたしまして、消費税率１０％段階において、地域間の税源の偏在性を是正し、財政

力格差の縮小を図ることを目的として、法人住民税法人税割の税率を引き下げ、法人住民税の税

率引き下げ分相当について、地方法人税の税率を引き上げ、地方交付税の原資化とするものであ

ります。 

 ３点目といたしまして、現行の軽自動車税のグリーン化特例の適用期限を１年延長し、平成

２８年４月１日から平成２９年３月３１日までに新規取得した軽４輪車等、これは新車に限りま

すが、これについて適用するものであります。 

 ４点目といたしまして、適切な健康管理のもとで医療用医薬品からの代替を進める観点から、

検診、予防接種等を受けている個人を対象として、いわゆるスイッチＯＨＣ医薬品の購入費用に

ついて、セルフメディケーション推進のための所得控除制度、これは医療費控除の控除額計算上

の特例措置でございますが、これが創設されております。 

 ５点目といたしまして、消費税率１０％への引き上げ時において、自動車取得税が廃止される

とともに、自動車税及び軽自動車税において、自動車取得税のグリーン化機能を維持・強化する
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環境性能割が創設されたことに伴い、現行の軽自動車税を種別割に名称変更する等、所要の措置

を講じるものでございます。 

 それでは改正内容につきまして、新旧対照表により、順次御説明をいたします。 

 １０１ページの上段になりますが、条例第１８条の３、納税証明事項につきましては、現行の

軽自動車税を種別割に名称変更する規定を整備するものでございます。 

 １０１ページ中段になりますが、条例第１９条、納期限後に納付しまたは納入する税金または

納入金に係る延滞金についてでありますが、修正申告書の提出または納付すべき税額を増加させ

る更正があった場合において、その修正申告または増額更正に係る法人の町民税、個人の町民税

の所得割について、期限内申告書または期限後申告書が提出されており、かつ、当該期限内申告

書または期限後申告書の提出により、納付すべき税額を減少させる更正があった後に、当該修正

申告書の提出または増額更正があったときは、当該修正申告書の提出または増額更正により、納

付すべき税額に達するまでの部分について、延滞金の計算期間から一定の期間を控除して計算す

ることとされたことに伴う、所要の規定の整備をするものでございます。 

 １０２ページの中段になりますが、条例第３４条の４、法人税割の税率についてであります。

法人税割の標準税率及び制限税率が引き下げられることに伴い、法人税割の税率を現行の

１００分の１２.１から１００分の８.４に引き下げを行うものであります。 

 １０２ページ中段、条例第４３条、普通徴収に係る個人の町民税の賦課額の変更または決定及

びこれらに係る延滞金の徴収から、１０５ページ下段になりますが、条例第５０条、法人の町民

税に係る不足税額の納付の手続につきましては、条例第１９条で御説明いたしました改正内容と

同様の所要の規定の整備をするものであります。 

 １０７ページ中段、条例第８０条、軽自動車税の納税義務者等についてでありますが、環境性

能割の納税義務者等について規定すること及び現行の軽自動車税を種別割に名称変更する等の規

定の整備をするものであります。 

 １０７ページ下段、条例第８０条の２、種別割の課税免除についてでありますが、現行の軽自

動車税を種別割に名称変更する規定を整備するものであります。 

 １０７ページ下段、条例第８１条、軽自動車税のみなす課税についてでありますが、軽自動車

税のみなす課税について規定を定めるものでございます。 

 １０８ページ下段、条例第８１条の２、日本赤十字社の所有する３輪以上の軽自動車に対する

環境性能割の非課税の範囲についてでありますが、条例において規定することとされている、日

本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非課税の範囲について規定を整備するも

のであります。 

 １０８ページ下段、条例第８１条の３、環境性能割の課税標準から１１０ページ上段、条例第
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８１条の９、環境性能割の課税免除につきましては、環境性能割の課税標準、税率、徴収の方法、

申告納付、不申告等に関する過料、減免、課税免除について規定を整備するものでございます。 

 １１０ページ中段、条例第８１条の１０、日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する種別割

の非課税の範囲についてでありますが、条例において規定することとされている、日本赤十字社

の所有する軽自動車等に対する種別割の非課税の範囲について規定を整備するものでございます。 

 １１０ページ中段、条例第８２条、種別割の税率から１１３ページ下段、条例第９１条、原動

機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等についてでありますが、現行の軽自動車税を種別

割に名称変更する等の規定の整備をするものでございます。 

 １１４ページ中段、附則第６条、特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特

例についてでありますが、これはセルフメディケーション自主服薬推進のためのスイッチＯＴＣ

薬控除、これは医療費控除の特例措置でございますが、この創設に伴い、規定の整備をするもの

でございます。 

 １１４ページ下段、附則第１５条の２、軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例から

１１５ページ上段、附則第１５条の４、軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例についてであ

りますが、軽自動車税の環境性能割に係る賦課徴収、減免、申告納付の特例について規定の整備

をするものでございます。 

 １１５ページ上段、附則第１５条の５、軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付につ

いてでありますが、軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付について規定の整備をする

ものでございます。 

 １１５ページ中段、附則第１５条の６、軽自動車税の環境性能割の税率の特例についてであり

ますが、軽自動車税の環境性能割の税率の特例について規定の整備をするものでございます。 

 １１５ページ下段、附則第１６条、軽自動車税の種別割の税率の特例についてでありますが、

軽自動車税の種別割のグリーン化特例の１年延長及び環境性能割の導入に伴い、現行の軽自動車

税を種別割に名称変更する等の規定の整備をするものでございます。 

 １１７ページ上段、附則第２０条の２、特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民

税の課税の特例についてでありますが、特例適用利子等または特例適用配当等を有する者に対し、

当該特例適用利子等の額または特例適用配当等の額に係る所得を分離課税とするものであります。 

 １１９ページ下段、附則第２０条の３、条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の町民

税の課税の特例についてでありますが、附則第２０条の２を新設することに伴う条ずれの措置を

するものでございます。 

 １２４ページ上段、平成２６年改正附則第５条についてでありますが、現行の軽自動車税を種

別割に名称変更する等の規定の整備をするものでございます。 
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 １２６ページ下段、平成２７年改正附則第６条、町たばこ税に関する経過措置につきましては、

規定の整備をするものでございます。 

 なお、社会保障の安定財源等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税

法の一部を改正する法律（平成２８年法律第８６号）及び地方税法施行令の一部を改正する政令

等の一部を改正する政令（平成２８年政令第３６０号）が平成２８年１１月２８日にそれぞれ公

布され、原則として公布の日から施行されたことに伴い、今回の町税条例等の一部を改正する条

例中、法人町民税の法人税割の税率の引き下げ、軽自動車税における環境性能割の創設及び現行

の軽自動車税の種別割への変更等の改正規定の施行期日が平成３１年１０月１日に変更となりま

した。これに伴いまして、１１月２８日付、総税市第８７号により、総務省自治税務局長通知に

より税条例の一部改正（例）が示されましたので、今後、町税条例の一部改正をすることとして

おります。 

 以上が議案第１８号の補足説明であります。 

 続いて、議案第１９号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正についてであります。 

 本議案は、所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１５号）が平成２８年３月

３１日に公布され、また、外国人等の国際運輸業に係る所得に対する相互主義による所得税法等

の非課税に関する法律施行令等の一部を改正する政令（平成２８年政令第２２６号）が平成

２８年５月２５日に公布され、法律と同日の平成２９年１月１日から施行されることに伴い、周

防大島町国民健康保険税条例の一部改正をするものでございます。 

 このたびの主な改正点でありますが、１点目といたしまして、町民税で分離課税される特例適

用利子等の額を、国民健康保険税の所得割額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるも

のであります。 

 ２点目といたしまして、町民税で分離課税される特例適用配当等の額を、国民健康保険税の所

得割額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるものであります。 

 それでは改正内容につきまして、新旧対照表により、順次御説明させていただきます。 

 １２９ページ上段、附則第１３項、特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例及び同

ページ下段、附則第１４項、特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例についてであり

ますが、町民税で分離課税される特例適用利子等及び特例適用配当等の額を、国民健康保険税の

所得割額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるものであります。 

 １３０ページ上段、附則第１５条、条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例及び同

ページの下段になりますが、附則第１６項、条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例

についてであります。附則第１３項及び附則第１４項を新設することに伴う条ずれの措置でござ

います。 
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 以上が、議案第１５号から議案第１９号までの補足説明であります。 

 何とぞ、慎重なる御審議の上、御議決を賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  石原公営企業管理者。 

○公営企業管理者（石原 得博君）  議案第２０号の周防大島町病院等事業の設置等に関する条例

等の一部を改正する条例について、御説明いたします。 

 議案つづりの１３３ページをご覧いただきたいと思います。 

 現在、公営企業局は地方公営企業法の全部適用により、病院事業として３つの町立病院を、ま

た、附帯事業として２つの介護老人保健施設、看護専門学校、訪問看護ステーション及び４つの

居宅介護支援事業所を運営しているところでございます。 

 平成２９年４月から地方公営企業法により水道事業を設置することに伴いまして、皆様が混同

することがないように、病院事業を行っているということを明確にするために、「公営企業局」

の名称を「病院事業局」に改正するものでございます。 

 全国病院事業管理者協議会に加入し、病院を運営している団体の名称は病院局という名称が最

も多いのですが、公営企業局では病院事業及び附帯事業として介護保険事業、看護師養成事業、

訪問看護事業、居宅介護支援事業及び健診事業を行っているため、病院事業局に改正するもので

ございます。 

 それに伴い、町長から権限の一部を委任されている管理者の役職名も「公営企業管理者」から

「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 また、山口県人事委員会の一般職の給与等についての勧告どおり給与改定を行うことに伴い、

周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に準ずる改正、さらに地方公務員の育児

休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律の一部改正に伴う、周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正により、

周防大島町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例を改正するものでございます。 

 名称の改正につきましては、関係条例もあわせて改正するため、関係条例を一括して一部改正

しようとするものでございます。 

 それでは、改正の要点を逐条に沿って御説明いたします。 

 第１条は、周防大島町病院等事業の設置等に関する条例の一部改正でございます。 

 第４条第１項中「公営企業局」を「病院事業局」に、第４条第２項中「公営企業管理者」を

「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 第２条は、周防大島町公営企業局総務部設置条例の一部改正でございます。 

 条例の題名を周防大島町病院事業局総務部設置条例に改正し、第１条中「管理者」を「病院事

業管理者（以下「管理者」という。）」に、「公営企業局」を「病院事業局」に改正するもので
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ございます。 

 第３条は、周防大島町公告式条例の一部改正でございます。 

 第２条第３項第１２号の「周防大島町公営企業局庁舎前掲示場」を「周防大島町病院事業局庁

舎前掲示場」に改正するものでございます。 

 第４条は、周防大島町情報公開条例の一部改正でございます。 

 第２条第３号中「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 第５条は、周防大島町職員定数条例の一部改正でございます。 

 第１条及び第２条第１項第８号中「公営企業局」を「病院事業局」に改正するものでございま

す。 

 第６条は、周防大島町長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正でございます。 

 第２条第４号および別表第１中「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に改正するものでご

ざいます。 

 第７条は、周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正でございます。 

 別表第２備考及び別表第５備考の「公営企業局」を「病院事業局」に改正するものでございま

す。 

 第８条は、周防大島町特別会計条例の一部改正でございます。 

 第１条第１０号「周防大島町公営企業特別会計」を「周防大島町病院事業特別会計」に改正す

るものでございます。 

 第９条及び第１０条は、周防大島町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正で

ございます。 

 第９条は、条例の題名を周防大島町病院事業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例に

改正し、第１条、第２条及び第２１条中「企業職員」を「病院事業局企業職員」に、第５条中

「管理者」を「病院事業管理者（以下「管理者」という。）」に改正するものでございます。 

 第１０条は、周防大島町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に準じて、子に係る扶養

手当の拡充に伴い、第６条の関係規定を改正するものでございます。 

 第１７条については、周防大島町の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正に伴い、

減額対象となる休暇に介護時間を加えるものであります。また、減額対象となる休暇の規定を改

正するものでございます。 

 第１１条は、周防大島町病院等事業使用料及び手数料徴収条例の一部を改正するものでござい

ます。 

 第２条第１項第５号中「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 第１２条は、周防大島町公営企業局使用料及び手数料徴収条例の一部改正でございます。 
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 条例の題名を周防大島町病院事業局使用料及び手数料徴収条例に改正し、第２条第１項及び第

３条第１項中「公営企業局」を「病院事業局」に、第４条第１項中「管理者」を「病院事業管理

者（以下「管理者」という。）」に改正するものでございます。 

 第１３条は、周防大島町病院等事業修学資金貸付条例の一部改正でございます。 

 第２条中「管理者」を「病院事業管理者（以下「管理者」という。）」に改正するものでござ

います。 

 第１４条は、周防大島町個人情報保護条例の一部改正でございます。 

 第２条第１号中「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 第１５条は、周防大島町長等の給与の特例に関する条例の一部改正でございます。 

 第１条中「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 第１６条は、周防大島町公営企業局施設整備基金条例の一部改正でございます。 

 条例の題名を周防大島町病院事業局施設整備基金条例に改正し、本則中「周防大島町公営企業

局」を「周防大島町病院事業局」に、「周防大島町公営企業局施設整備基金」を「周防大島町病

院事業局施設整備基金」に、「周防大島町公営企業局企業会計予算」を「周防大島町病院事業局

企業会計予算」に、「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に改正するものでございます。 

 第１７条は、周防大島町議会委員会条例の一部改正でございます。 

 第２条第１項第２号中「公営企業局」を「病院事業局」に改正するものでございます。 

 第１８条は、周防大島町公営企業管理者が医師である場合の給与等に関する条例の一部改正で

ございます。 

 条例の題名を周防大島町病院事業管理者が医師である場合の給与等に関する条例に改正し、第

１条中「公営企業管理者」を「病院事業管理者」に、第６条中「周防大島町企業職員の給与の種

類及び基準に関する条例」を「周防大島町病院事業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例」に改正するものでございます。 

 附則につきましては、施行期日を定めるもので、本条例の第１０条の規定による改正後の周防

大島町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条の規定を公布の日から、第１７条の規

定を平成２９年１月１日から施行するものでございます。 

 また、第１条から第９条及び第１１条から第１８条につきましては、平成２９年４月１日から

施行するものでございます。 

 慎重なる御審議の上、御議決を賜りますよう、お願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第１５号周防大島町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正について、質
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疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第１６号周防大島町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について、質疑はございま

せんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  質疑なしと認め、質疑を終結します。 

 議案第１７号周防大島町一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について、質疑はござ

いませんか。吉田議員。 

○議員（６番 吉田 芳春君）  給与改定は従来、人事院勧告に基づいて行っていたと思いますが、

このたびは山口県人事委員会の勧告に基づいて改正されております。人事委員会に基づき改正し

た理由についてお伺いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  確かに、従来は国の人事院の勧告に基づいて改正を行ってまいりま

した。 

 昨年、平成２７年から山口県の人事委員会の勧告に基づいて改定をさせていただいております。 

 これにつきましては考え方といたしまして、山口県の人事委員会、より地域に密着した改定を

行っておりますので、それに準じて行うということで、職員労働組合とも交渉の結果、こういう

措置をとらさせていただいておるところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  吉田議員。 

○議員（６番 吉田 芳春君）  先ほど人事委員会の影響額のお話もありましたけれども、人事委

員会との比較しておりますか。してあればお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  まず１点、給料表の関係でですけども、各号給等によって差はあり

ますけども、国の人事院の勧告より山口県の人事委員会の勧告のほうが大体月額で４,０００円

から９,０００円程度高い状況にございます。 

 それと、もう１点は扶養手当について山口県の人事委員会のほうは、子供について１人当たり

月額６００円を引き上げるとなっていますが、国のほうにはそういった措置は今のところなされ

ておりません。あと、勤勉手当につきましては、同率の改定となっております。 

○議長（荒川 政義君）  吉田議員。 

○議員（６番 吉田 芳春君）  今後は、やっぱり労使交渉によって変わる可能性もあるというこ

とで解釈してよろしいのか。もう今後は、山口県人事委員会の勧告に基づくという考え方でよろ
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しいのかどうなのか。それと、再任用は今現在何名おりますか。再任用職員ですね。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  基本的には山口県の人事委員会の勧告に従うという方針でございま

す。それと、再任用職員につきましては４名、今、短時間が３名、フルタイムが１名でございま

す。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１８号周防大島町税条例等の一部改正について、質疑はございませんか。砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  これ、地方税法の改正そのものが大変多岐にわたっているんです

が、今、御説明がありました改正の中に、この固定資産税の遊休農地等に係る課税の強化や軽減、

これは法律は２８年４月１日に施行されているんですけれども、この内容を条例化したものとい

うのはありますでしょうか。また、この改正による影響といいますか、納税者に対する影響とい

うのはどういうところ、法人事業税とか、軽自動車とか、そういうところにあるんでしょうけれ

ども、個人住民税納税者に対する影響というのはどういうふうになるのか、お伺いします。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  まず１点目の固定資産税の関係ですが、今回の改正には含まれてい

ないということでございます。それから、いろいろ今回の改正等ございましたけども、直接住民

の皆さんに影響があることとして想定されるのは、まず延滞金の計算の見直しがございます。ほ

とんどですが、こういった延滞金が発生することはほぼ、ほとんどないので、影響はないかと思

います。 

 それから、法人町民税の税率の見直し、それからあと軽自動車税の関係なんですが、これちょ

っと補足説明でも触れたんですが、今回提案させていただいております条例につきましては、平

成２９年４月１日に消費税率が１０％になるということを想定した条例、当然これ、安倍首相が

６月１日ですか、３１年１０月までに消費税の引き上げを延期するという表明をされて、そうい

った状況であったんですけれども、現行の法律が２９年４月１日に１０％になるということで、

このたび条例改正させていただく提案をしておったんですが、先ほど申しましたように１１月

２８日に、３１年１０月１日まで再延期するという法律が成立をいたしました。その関係の通達

等がこちらに届いたのが、ちょうど１１月の３０日でございました。ちょうど１１月３０日にこ

の議案を発送したものですから、それの改正が間に合っておりません。 

 ですから、２９年の４月１日に消費税が１０％になることを想定したまずは条例になっており

ますので、これがまた延長されることになります。ですから、今回の条例で本当に影響が出る部
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分というのは、軽自動車のグリーン化特例、これが今年度、この４月から来年３月までに取得し

た部分が１年間延長になったということ。それから、特定一般医薬品等の購入費を支払った場合

の医療費の控除、要するにスイッチＯＴＣ薬の控除という部分なんですが、ここが、これも平成

３０年の１月１日から施行される部分ですが、今回想定されるのは、その部分だけという状況で

ございます。 

 これがもう、ですからこういった控除につきましてはもうどなたがあって、影響は想定まだわ

からないし、軽自動車のグリーン化特例につきましても何台の取得があるか、今年度のことです

からまだわからないということで、ちょっと私どもで影響額が幾らというのは把握できていない

というのが現状でございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１９号周防大島町国民健康保険税条例の一部改正について、質疑はございませんか。砂

田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  この改正は、本町に住所を置く外国人の方に適用されるというふ

うに理解していいのですか。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  これは、これに適用になる方は日本人、外国人かかわらず、本町に

住所がある方が、この今回の改正の適用になる方でございます。 

○議長（荒川 政義君）  砂田議員。 

○議員（４番 砂田 雅一君）  そうすると、先ほどと同じように、影響というのはどういうふう

に出てくるのかお伺いします。 

○議長（荒川 政義君）  奈良元総務部長。 

○総務部長（奈良元正昭君）  先ほど申しましたように、町内に住所のある方は日本人、外国人か

かわらず対象になるということでございますが、現在のところ、この改正に対象になる方はいら

っしゃらないというふうに理解しております。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２０号周防大島町病院等事業の設置等に関する条例等の一部改正について、質疑はござ

いませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 



- 72 - 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより討論、採決に入ります。 

 議案第１５号討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第１５号周防大島町職員の勤務時間、休日及び休

暇に関する条例の一部改正について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１６号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第１６号周防大島町職員の育児休業等に関する条

例の一部改正について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１７号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  討論なしと認め、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第１７号周防大島町一般職の職員の給与に関する

条例等の一部改正について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１８号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第１８号周防大島町税条例の一部改正について、

原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第１９号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 



- 73 - 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第１９号周防大島町国民健康保険税条例の一部改

正について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 議案第２０号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第２０号周防大島町病院等事業の設置等に関する

条例等の一部改正について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２６．議案第２１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２６、議案第２１号柳井地域広域水道企業団規約の変更について

を議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  議案第２１号柳井地域広域水道企業団規約の変更について、補足説明

をいたします。 

 山口県では、明治以来、耕地番と山地番双方に同様の方法で地番が付されたことにより、同一

大字区域内の耕地と山間地に同一の地番が定められ、重複地番が多数存在しております。 

 このため、山口地方法務局では、このような重複地番を解消し、円滑で安全な不動産取引に資

するため、平成２７年度から柳井市の山地番の地番変更を行っております。 

 山地番である柳井地域広域水道企業団事務所の所在地番につきましても、平成２８年１１月

１日に地番変更が実施されたため、規約第４条に規定する事務所の所在地番を改正するものでご

ざいます。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより、討論、採決に入ります。 
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 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第２１号柳井地域広域水道企業団規約の変更につ

いて、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２７．議案第２２号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２７、議案第２２号周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設等の

指定管理者の指定についてを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第２２号周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設等の

指定管理者の指定議案につきまして、補足説明を申し上げます。 

 公の施設の指定管理者の選定に際しましては、周防大島町公の施設における指定管理者の指定

手続等に関する条例施行規則第５条第１項により選定委員会を設置することとされており、また

周防大島町公の施設の指定管理者選定委員会の組織及び運営に関する要綱第３条第１項において、

選定委員会は、委員５人以内をもって組織すると規定されております。 

 選定委員につきましては、選定の透明性、公正性を図る観点から、大学教授、司法書士、これ

は書類審査の専門家でございますが、それと中小企業診断士、これは財務の専門家でございます、

及び行政組織から、計４名で組織し、２回の選定委員会を経て、参考資料として添付しておりま

す報告書のとおり、優先交渉権者の選定をいただいたところでございます。 

 その結果を受けまして、選定委員会にて非公募により優先交渉権者に選定された、瀬戸内海リ

ゾート株式会社を周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設等の指定管理者に指定しようとするも

のでございます。 

 指定期間は、平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日までの３年間としております。 

 何とぞ慎重なる御審議の上、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

 質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  この指定管理者の選定に当たりまして、まず、非公募ということ

になっておりますけど、条例では公募が原則ということになっておりまして、非公募もできると

いう規定にはなっておりますが、非公募にした理由というものを説明をいただければと思います。 
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 それから、指定管理料の基準額が４,９５０万円で、この４,９５０万円で協定という、提示額

ということになっておりますけど、この指定管理料の積算根拠と申しますか、それと、町の積算

根拠、この指定管理料基準額の積算根拠。 

 それから、選定委員会の審査会での選定基準、ここで審査の方法で審査基準というのがありま

すが、これのもう少し、もちろん詳しいものがあると思いますので、その辺の御説明をお願いい

たします。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。（発言する者あり）参考資料があるようですので、

それを配布いたします。 

 はい、池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  それでは、田中議員さんから指定管理について２点ほど質問を

いただきました。 

 まず、なぜ非公募かということと、指定管理料の基準と、積算基準ということで２点ほどいた

だきました。 

 ではまず、なぜ非公募かということについてお答えいたします。 

 まずはじめに、本施設の概要やこれまでの選定経緯などを簡単に説明したいと思います。 

 久賀椋野の長浦地区に、平成５年に長浦スポーツ海浜スクエアがオープンし、続いて、平成

９年にグリーンステイながうらがオープンいたしました。テニスコートや総合グラウンドと温浴

施設や宿泊施設が一体となり、宿泊滞在型のスポーツゾーンを形成しております。 

 合併前の旧久賀町時代の本施設オープン当初から、管理運営するために設立された本町の出資

団体でもある、瀬戸内海リゾート株式会社が管理運営しておりましたことは、既に御案内のとお

りでございます。 

 さてその後、平成２０年度より３年間、平成２３年度より５年間、指定管理者制度のもと公募

による選定を行い、瀬戸内海リゾート株式会社が指定管理者として指定され管理をしてまいりま

した。 

 平成２８年度、本年度でありますが、昨年の１２月定例会において、財務改善を進めることで

１年間を非公募による選定を行い、町も出資団体である瀬戸内海リゾート株式会社が指定管理者

として指定され、現在運営をしているところであります。そして、今年度が４期目の募集となっ

ております。 

 本施設は、宿泊、温浴、レストラン、さらにスポーツ施設までを備えているため、全施設一体

型の管理をすることにより、安定した経営ができる施設であり、本施設のような特殊な施設の管

理運営には、より専門性の高い経営能力とノウハウが必要と考えております。 

 この考えのもと、現指定管理者は、設立当初から長年の経験により、宿泊に伴うスポーツ合宿
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のノウハウが蓄積され、年間を通じて、大学やスポーツクラブなどの合宿客の誘致を行うことが

できるため、今後の安定した集客が見込めることや、さらに、瀬戸内のハワイという本町の観光

戦略と一体となったＰＲに努めております。 

 また今年度、指定管理期間は、同社は経営改善への取り組みを行ってまいりました。その改善

策として資本金１億２,５００万円を１２５万円とする９９％減資とし、減資の全額を繰越欠損

金と相殺する形式的減資が、平成２８年、ことしでございますが、６月２８日定時株主総会にお

いて承認された後、本年７月２５日に資本金の額の減少に伴う異議申し立て申述の官報告示を経

て、８月２６日に登記の変更を済ませたところであります。 

 減資後の節税効果も踏まえて、さらなる経営改善が期待できることから、非公募による現指定

管理者の瀬戸内海リゾート株式会社を選定することとし、指定管理期間を１年から３年間とする

ことで、会社の債務超過の解消を目指すとともに、より効果的かつ安定した施設の運営を図ろう

とするものであります。 

 以上の理由などから、周防大島町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第６条、

公募によらない指定管理者の候補者の選定等の公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目

的を効果的かつ効率的に達成するため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより、

事業効果が相当程度期待できると思慮するときは、本町が出資している法人または公共的団体を

指定管理者の候補者として選定することができる、との規定に該当すると認めたもので非公募と

したことでございます。 

 次に、指定管理料の積算根拠でございます。 

 ただいまお手元のほうに配布したＡ４の１枚のペーパーでございます。この表が積算根拠でご

ざいます。 

 はじめにお断りをしますが、右側の６列になった表については、各指定管理者、今回で言えば、

瀬戸内海リゾートから年度事業報告で提出されました実績の数字をここに入れています。過去

５年間平均につきましては、今回の実績報告につきましては、この５年間の間に消費税の５％か

ら８％の改正がありましたので、その関係で５年平均については、５％期間については、８％に

消費税をしたもので補正したものが、過去５年間の平均のほうに数字が上がってますので、この

表を単純に足して５で割っても、右の欄には落ちません。 

 そこだけ御理解の上、表のほうを説明させていただきます。 

 それでは、田中議員さんの２つ目の質問です。 

 積算基準でございます。積算基準につきましては、設計金額に相当するものでございます。 

 この積算方法の考え方でありますが、現在、商工観光課が所管する指定管理施設については利

用料金制を採用し、町が指定管理料を支出する場合は指定管理期間において、過去２年から３年、
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または５年に支出した管理運営費の実績、商工観光課へ毎年提出される事業年度報告書に基づき、

これを参考にし、町が見積もっております。 

 今回のながうらスポーツ滞在型施設につきましては、過去５年間、今回でいうとこの表、平成

２３年から平成２７年の収入支出した管理運営経費を参考に積算をしております。 

 まず、収入でございます。利用料金収入及びその他の収入は、過去５年の事業実績から、指定

管理期間において主になる額を計算しています。 

 この中にはいろんな数字、いろんな条件がありますので、そこは大まかなくくりで収入の項目

を上げております。 

 まず、収入から御説明いたします。 

 平成２３年度は、一番上段のグリーンステイ収入でございます。２３年が２,３２７万

６,５２８円から、２４年、２５年、２６年、２７年度は２,５２６万２,５１０円の実績報告書

でありました。これを過去５年平均しますと、２,４００万６,７９９円という数字が上がってき

ております。これを収入の各項目別に５年平均したものでございます。それで、この中で、収入

の合計が５,６５８万８,０７８円となったものでございます。 

 ちなみに、グリーンステイ収入の主なものとしては、宿泊施設のログハウス、センターハウス

の利用料金及び屋内多目的運動場でのテニスの利用料などであります。 

 潮風呂保養館とは温浴施設の収入、スクエア収入とは、屋外多目的運動場のテニスコートや総

合グラウンドでのサッカーやアーチェリーなどの使用料が主なものです。 

 自主事業収入とは、農産物、土産類等の販売手数料、アイスクリーム、ジュース、カラオケ使

用料などであります。 

 次に支出のほうにまいります。 

 支出の主なものは、人件費、光熱費、燃料費などがなっております。これの過去５年間平均が

６,５７３万４,２１１円となっております。これを収入から支出を引いたものが、次の下の段に

なりますが、マイナスの９１４万６,１３３円と、水道使用料、平成２６年から、以前はその付

近、井戸水を使っておりましたが、２６年から町水道へ完全切り替えをしております。 

 ２７年の水道使用料７４４万６,３０２円を加えまして、トータルで１,６５９万２,４３５円

となりました。これが１年の収支でございます。これを議案書のとおり３年間で掛けたものが、

端数処理したもので４,９５０万というような指定管理料の積算となっております。 

 次に、きょう机の上に配布しています参考資料１と２でございます。 

 私もこれ以上のことはないかと思いますし、今後、町のホームページで議事録も公開はする予

定ですけど、選定委員さんの御意見としたら、参考資料１のほうの１ページ目──、３ページ目

ですね、総評というようなことで意見をいただいております。最後の辺は、よくやっているけど
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マンネリ化も感じられると、今後、閑散期の対策に力を置き、さらなる集客の向上を期待すると、

期待を込めてエールを送られたところでございます。 

 以上でございます。 

 済いません。審査基準でございますが、審査基準につきましても、先ほどの参考資料１の

２ページ目になります。審査の方法という項目がございます。事業計画書の審査基準として、

５つの項目を掲げております。 

 審査基準の１として、利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであるこ

と、これが配点３０点。公の施設の効用を最大限に発揮するものであること、１０点満点です。

公の施設の適正な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られていること、５０点。公の

施設の管理を安定して行う人員、資産その他経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる

見込みがあること。その他町長等が別に定める事項。そういうことで、町内の雇用人数とかいう

ふうなことで３５点の１５０点満点で、次のページをめくっていただきますと、３ページ目、審

査結果において、６００点満点中５１３点、１００点満点に換算しますと、８５.５点くらいに

なるんじゃないかと思いますが、そのような審査結果、基準でございました。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ありがとうございます。 

 今の審査基準のところなんですけど、この審査事項の中で、また個々に配点というのがあって、

それを積み上げて結局５１３点になっていると思うんですが、１社ですし、６００点満点で

５１３点ということは、かなり高い得点だとは思うんですが、非公募ということで１社ではあり

ますけど、町の基準としてやっぱり最低ラインというか、そういうのがあれば設けておいたほう

がいいんじゃないかなと思いますけど、そういうのがあるのかないのか。 

 それと、今の積算根拠のほうなんですけど、要するに５年間の収支の差額で年間１,６５０万

円という赤字というんですかね、差額が出ているから、それが指定管理料になってますよという

意味だと思うんですが、それに基づいて、申請者のほうもそれで申請額を提示しているから、異

論はないんですけど。 

 ただ、町として指定管理者制度を運用するにあたって、町としての積算基準というんですかね、

積み上げてこういう経費がこれだけ要るから、主体的に積み上げた金額がこれですよ。町が考え

る管理運営の方法によってこれだけの経費がかかるから、指定管理者にそれに応じて管理をして

もらうというのが基本的なスタンスだと思いますので、こういうやり方も一つの手段ではあると

思いますが、町として人件費が幾らとか、設備費、管理費が幾らというのを積み上げて、この指

定管理料というのは算出されるべきだと思いますので、その辺の積算基準というのがあるのかど
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うか、ないのであれば、これからその整備に向けて検討していただきたいなと思います。 

 それと、非公募の部分については６条を適用されたということにはなりますけど、６条を適用

するということは一つの例外、例外というか、原則ではない方法で指定管理者を指定していると

いうことなんで、指定管理者制度、どっちかというと町が民間に委任して管理運営を任せる。そ

こでもう手を切るんじゃなくて、６条適用しているからこそ、その辺の町としての責任もあると

思いますので、その辺はしっかりフォローというんですか、サポートしていく体制をつくってい

ただきたいなと思います。 

○議長（荒川 政義君）  池元産業建設部長。 

○産業建設部長（池元 恭司君）  まず１点目ですが、もし点数が低かったらどうなのかというこ

とでございますが、商工観光課の観光施設の選定委員会の中では、いろいろなことが今までもあ

りました。点数が低いときもありました。そのときは、選定委員会の中でも、まず議論していた

だく。委員さんからも最低の定義の点数がどうなんかという意見もありました。最終的には選定

委員会の意見書をもって、町がというか、町長が最終的には決定することと思います。 

 それは、そのときのケース・バイ・ケースになろうと思いますし、低くても適切に管理できる

と判断すればすることもあろうかと思います。 

 次に積算基準、積算の方法になろうかと思いますが、田中議員さんもこれまでいろんな経験を

されて、基準についてはいろんな御意見をお持ちということは、私も認識しております。 

 今の周防大島町の、特に観光施設の積算については実績方式、過去２年から５年にかけての実

績方式で積算をしています。田中議員さん言われるのは多分、賃金の単価なりの、まず基準を設

けて基準を積算、土木の積算みたいな、いうような公の単価をつくれというような意味合いだと

思うんですけど、それも一つの方法だとは思いますが、なかなかどれを基準にするかというのは、

いろいろ議論があります。 

 議会の中でもいろんな積算基準については、指定管理料の適正についてはいろんな指摘も受け、

議論もしてきたとこでございますが、いろんな角度から積算についても検討はしております。 

 類似施設の指定管理料とか、それなりにいろいろなことをしていますので、どれが一番適正か

というのは、いろいろな議論があるんで、これといったことは言い切れませんけど、当面、観光

施設の指定管理料については、今の実績方式を当面採用していくというふうに考えております。 

 もう一点最後の非公募の話なんですが、確かに田中議員さん言われるように、３条ですか、す

るものとするということで、ある程度義務付けというか、６条において、ただし書きで行政の裁

量ということを認めてございますので、何もかも非公募ということじゃなしに、その辺を加味し

ながら、議会の議員さんの意見も聞きながら、慎重にしていきたいとは思っております。 

 以上でございます。 
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○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（５番 田中 豊文君）  ありがとうございます。 

 最後に積算のところだけ、こうして、要するに赤字が出ているということは、事業者は、指定

管理者はすごい切り詰めてやっていると思うんですよ。その切り詰めた金額が指定管理料になっ

ているということは、要するに人件費、例えば、一番切るところは人件費になるんですけど、人

件費が最低のところで抑えられている積算で町は発注している、発注というか公募にかけている

ということになるんで。 

 それは、やっぱり公共としての積算のあり方としては、ちょっと問題があるんじゃないかなと

は思いますけど、その辺が、例えば、正規のというか、最低賃金を割るようなことがあってはい

けませんけど、例えば町として委託をするのにふさわしい人件費というのが、一定のラインがあ

ると思いますから、その辺を積み上げて積算した指定管理料によって公募を出して、あとは事業

者が、応募者が幾ら下げて努力するか、そこは経営努力になってくると思いますので、そこの積

算基準のところはきちっと町としての積算基準をもって、単価をもって、指定管理料というのも

出していかなきゃいけないのではないかな、っていうのが、結局こうして赤字分を指定管理料に

すると、指定管理者としては、経営努力というか、赤字を少なくしようというモチベーションと

いうんですかね、黒字にすれば、結局、近づければ指定管理料が減っていくわけですから、その

部分のモチベーションが働かなくなるから、本末転倒の状態にもなるんで、やはりそこはきちっ

と町としての指定管理料の思想というんですかね、組み立て方を持つべきだと、私は思います。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  椎木町長。 

○町長（椎木  巧君）  私のほうから、あとは部長のほうからお願いしますが、２点ほどお答し

たいと思います。 

 １つは、非公募ということでございますが、非公募は今、議員さんよく御理解いただいている

と思いますが、一つには第三セクターであるということ、もう一つはこの指定管理者制度が始ま

る以前から、言うなれば、このシステムができたときからずっとやっておる会社であると、第三

セクターであるということで、この施設に関してのノウハウというのは一番持っている事業体だ

というふうに思っております。 

 そして、それが、まさに経験であり、そしてこの事業体自体が三セクであることからしても、

町内からの雇用者をたくさん抱えておるということも理由の一つだというふうに思っておりまし

て、非公募でやらしていただくということに決定したわけでございます。 

 ただ、この非公募でやるということについては、議会の構成も相当変わっておりますので、少

し昨年のことを申し上げておきたいのですが、昨年の６月１１日に、そして昨年の７月２１日に
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第２回、そして９月４日に第３回、そして９月の１１日に第４回と、全員協議会を行わせていた

だきました。 

 それは、昨年、今現在ですね、昨年全員協議会で御説明したんですが、今年１年間、２８年度

から実は、非公募で指定管理を行いたいということからして、その説明を全員協議会で４回に渡

ってから議会の皆さん方と協議をいたしました。 

 そして、その中で出たことは、一番の問題は、この第三セクターの財務内容が余りにも悪過ぎ

るのではないか、そういう財務内容が悪いところに、本当に指定管理をさせてもいいのかどうか

ということで、議論がずっと進んできたわけです。 

 そこの中で、ほかの議員さんは皆、当然覚えておられると思いますが、その中で、もっともっ

と、このまず財務内容を、この第三セクターをよくしないと、私たちはこの案を認めるわけには

いかんじゃないかと、指定管理者としてから本当に能力が発揮できんことにもつながるのではな

いか、というような議論が行われました。 

 そういうことで、私たちも、実は周防大島町も一株主であるだけなんですが、当然、町という

立場でありますので、経営者のほうと、そしてまた大株主のほうともその協議もずっと続けてま

いりました。 

 そして、財務改善を徹底的にやっていくんだということの、大株主やそしてまた、現経営者と

の話を詰めていって、そして、最終的に９月の１１日の第４回の全員協議会で、こういう財務改

善やっていくということになりましたんで、ぜひとも平成２８年度の指定管理については、１年

間になったんですが、非公募でやっていこうという議会との、一応、全員協議会での話になりま

した。 

 それは、財務改善はどういうことやるんかということで、いろいろな財務改善の内容をお示し

しまして、そして、昨年の１２月に議決をいただき、それは１年間だったんです。今１年間なん

ですが、なぜ１年間かというと、この１年間の財務改善の内容をきちっと見て、そしてその後の、

まさにきょうですね、その後の次のことは、この財務改善がどこまで進んどるんかということを

見てから考えようじゃないかというふうなこともありましたので、そういうことで、今現在は

１年間の指定管理になっています。 

 そういうことで、財務改善を大胆に進めていくということでございましたので、先ほど部長の

ほうからも話がありましたが、会社の経営改善策として、まず平成２８年の、ことしですか、

６月２８日の株主総会で１億２,５００万円の資本金を１２５万円に減資をする、約１億

２,３００万円くらいですが、株主さんから了解をいただいて、総会決議を、特別決議を行いま

した。 

 いうことで、その減資をした分ほどが、結果的には累積債務を削減できるということになりま
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したので、１億７,８００万円余りの累積債務が５,３００万円くらいになってきております。形

式的な形だけだというふうに批判される方もおりますが、いずれにしましても、それは一つの経

営改善策の第一弾でございました。 

 それをもって今回、３年間の非公募の指定管理を、お願いをするということになっておるわけ

でございます。それが今まで非公募にした大きな理由でございまして、今回は、今回初めて出す

わけじゃなくて、去年１年間ずっとかけてきて議論してきた、そしてまた去年の１２月に非公募

で指定管理をお願いした。そしてまた、それが今回のこの指定管理の議案につながっているとい

うことで、ぜひとも御理解をいただきたいと思います。 

 もう一点、指定管理料でございますが、指定管理料は、まさに収入と支出の差額を指定管理料

で埋めるという単純な形に見えますが、実は、収入のほうは当然明らかにすぐ実績でわかるわけ

ですが、支出のほうとすれば、例えば人件費ですね、人件費の中の給料の高い人間をたくさん雇

用すれば、それじゃあどんどんこれが、この事業が上手くいくのかということもよくわかりませ

ん。 

 そこで、人数とか人件費ですね、その事業に携わる、その会社の営業に携わる人数とか、また

は１人当たりの人件費額、給料額といってもいいんですが、給料が高いか安いかということで、

モチベーションが上がる、上がらないというようなこともありましたが、いずれにしましても、

その人件費が何が一番適正な額なのかということは、なかなか私たちではつかみにくいというこ

とからして、実績に基づいてということになっております。 

 ただ、実績にもう少しと言いますか、支出のほうに多い目にウエイトをかけると、それは指定

管理者としては非常にやりやすくなるというふうにも思います。 

 ただ、そこには非常にアバウトなところがどうしても入っておるんですね。何がそういうこと

になるかと言うたら、以前、これ５年間で指定管理やった時期があります。 

 そうしたら、その間に燃料が高騰したんで、暴騰したんですね。そうしますと、なかなか指定

管理料を中途でから変更するということはできません。そうしますと、非常にこの指定管理者の

ほうに大きな負担がかかってきたという時期がございました。 

 これはここだけじゃありませんよ。ほかの施設もたくさんありましたから、どこも同じだった

んですが、その後に、今度は燃料費が上がったからといって、次は、今度指定管理料を次の改定

のときに上げました。そしたら、今度は燃料費が低く落ちついているという状況にありますので、

そういうこともいろいろあって、なかなか支出と収入の差額をどういうふうに埋めていくかとい

うのが、大変難しいというとこでございますが、今、議員さんから御提案がありましたが、余り

厳しくやって、モチベーションが上がらんというようなとこのないようにという御提案をいただ

きましたので、ぜひとも、これからもそうしていきたいと思います。 
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 ただ、この施設で言いますと、グリーンステイというとこは宿泊施設です。そして潮風呂保養

館は、いうなれば温浴施設でお客さん用です。そしてもう一つは、スクエアっていうてスポーツ

施設なんです。 

 それで、ぜひとも私が長として、この指定管理者のほうに申し上げておるのは、グリーンステ

イという宿泊施設と、そして潮風呂保養館と、そしてレストランと、この３つは絶対に赤字にし

てくれたら困ると。 

 あとの体育スポーツ施設は、これは料金が非常に格安なので、経営的にプラスになることが少

ないので、その分の管理費については、いずれにしましても、指定管理料で負わなければならな

いだろうということを言っております。 

 そこで、先ほどあった人件費のことなんですが、人件費も、例えばあんだけ大きな広い施設で

すから、物すごい管理費がかかります。それもほとんどがスポーツ施設のほうの、法面の草刈り

とか、そういう管理にすごいかかるんです。 

 だから、それらのことにしましても、余り厳しくして結果的に経営改善に一生懸命努力をして

も、そのことが実現しないということになれば、本末転倒だと言われるとおりだと思います。 

 私たちもそこを適正な指定管理というのを、これからもきちんと調査し、精査し、研究してい

かなければならないというふうに思っておるところでございますので、ぜひとも御理解いただき

たいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより、討論、採決に入ります。 

 討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これより、起立による採決を行います。議案第２２号周防大島町ながうらスポーツ滞在型施設

等の指定管理者の指定について、原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 暫時休憩をいたします。 

午後３時37分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後３時50分再開 
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○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第２８．周防大島町選挙管理委員会委員及び補充員の選挙 

○議長（荒川 政義君）  日程第２８、周防大島町選挙管理委員会委員及び補充員の選挙を議題と

します。 

 本選挙は、地方自治法第１８２条第１項の規定により、本日提案するものであります。 

 御承知のとおり、選挙管理委員は地方自治法第１８１条第２項及び第１８３条第１項の規定に

より４名をもって組織され、任期は４年であります。 

 なお、補充員についても地方自治法第１８２条第２項の規定により、委員と同数の４名選挙す

ることになっています。この補充員は委員に欠員が生じた場合、あらかじめ決められた順番によ

り、補充されることとなっております。 

 これより周防大島町選挙管理委員会委員及び補充員の選挙を行います。 

 お諮りします。選挙の方法については、地方自治法第１１８条第２項の規定により指名推選に

したいと思いますが、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。したがって、選挙の方法は、指名推選で行うこと

に決定しました。 

 お諮りします。指名の方法については、議長が指名することにしたいと思います。御異議ござ

いませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、したがって、議長が指名することに決定しました。 

 指名いたします。周防大島町選挙管理委員会委員に、金﨑哲男氏、前崎浩二氏、川本卓氏、山

本専人氏、以上４名を指名いたします。 

 お諮りします。ただいま、指名しました４名を地方自治法第１１８条第３項の規定により、周

防大島町選挙管理委員会委員の当選人と定めることに、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、よって、ただいま、指名のとおり、周防大島町選挙管

理委員会委員に金﨑哲男氏、前崎浩二氏、川本卓氏、山本専人氏を、以上４名の方が当選されま

した。 

 続きまして、周防大島町選挙管理委員会委員の補充員について、山中亮吾氏、中野宏生氏、八

幡清治氏、末武保氏、以上４名を指名いたします。 

 お諮りいたします。ただいま、指名しました４名を地方自治法第１１８条第３項の規定により、
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周防大島町選挙管理委員会委員補充員の当選人と定めることに、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、よって、ただいま、指名のとおり、周防大島町選挙管

理委員会委員補充員に、山中亮吾氏、中野宏生氏、八幡清治氏、末武保氏、以上４名の方が当選

されました。 

 次に、補充員の順序について、お諮りいたします。補充員の順序は、ただいま指名した順序に

したいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、したがって、補充員の順序は、ただいま指名した順序

に決定しました。 

 なお、当選人に対する告知につきましては、会議規則第３３条第２項の規定により、議長より

当選人に告知いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２９．地域活性化特別委員会の設置について 

○議長（荒川 政義君）  日程第２９、地域活性化特別委員会の設置についてを議題といたします。 

 お諮りします。本案について、お手元に配布のとおり、委員会条例第５条の規定により、７名

の委員で構成する地域活性化特別委員会を設置し、地域資源を活用した人口定住に向けての調

査・研究について、これに付託の上、期間は平成２８年１２月７日から平成３０年１２月６日ま

でとし、閉会中の継続審査とすることにしたいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、本案について、７名の委員で構成する地

域活性化特別委員会を設置し、地域資源を活用した人口定住に向けての調査・研究について、こ

れに付託の上、期間は平成２８年１２月７日から平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続

審査をすることに決定しました。 

 お諮りします。ただいま設置されました地域活性化特別委員会の委員の選任について、委員会

条例第７条第４項の規定により、新田健介議員、田中豊文議員、吉田芳春議員、平野和生議員、

新山玄雄議員、小田貞利議員、荒川政義議員、以上７名を指名したいと思います。御異議ござい

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、よって、ただいま指名いたしました７名の議員を、地

域活性化特別委員会委員に選任することに決定しました。 

────────────・────・──────────── 
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日程第３０．防災対策特別委員会の設置について 

○議長（荒川 政義君）  日程第３０、防災対策特別委員会の設置についてを議題とします。 

 お諮りします。本案については、お手元に配布のとおり、委員会条例第５条の規定により、

７名の委員で構成する防災対策特別委員会を設置し、近年、自然災害による甚大な被害が頻発し

ている。これらの災害に備えるため日ごろからの準備が急務であり、町内全域としてまた各地域

としてどのように取り組んでいけばよいかの調査・研究について、これに付託の上、期間は平成

２８年１２月７日から平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続審査とすることにしたいと

思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、本案については、７名の委員で構成する

防災対策特別委員会を設置し、近年、自然災害による甚大な被害が頻発している。これらの災害

に備えるため日ごろからの準備が急務であり、町内全域としてまた各地域としてどのように取り

組んでいけばよいかの調査・研究について、これに付託の上、期間は平成２８年１２月７日から

平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続審査することに決定しました。 

 お諮りします。ただいま設置されました防災対策特別委員会の委員の選任については、委員会

条例第７条第４項の規定により、藤本淨孝議員、吉村忍議員、砂田雅一議員、松井岑雄議員、尾

元武議員、中本博明議員、久保雅己議員、以上７名を指名したいと思います。御異議ございませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、よって、ただいま指名いたしました７名の議員を、防

災対策特別委員会委員に選任することに決定しました。 

 それでは直ちに地域活性化特別委員会と防災対策特別委員会の正・副委員長の互選をお願いい

たします。 

 暫時休憩をいたします。 

午後３時57分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後４時05分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 地域活性化特別委員会と防災対策特別委員会の正・副委員長が報告されております。 

 地域活性化特別委員会委員長、平野和生議員、副委員長、新田健介議員が互選されました。防

災対策特別委員会委員長、尾元武議員、副委員長、砂田雅一議員が互選されました。よろしくお

願いを申し上げます。 
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────────────・────・──────────── 

日程第３１．議会広報編集特別委員会の設置について 

○議長（荒川 政義君）  日程第３１、議会広報編集特別委員会の設置についてを議題とします。 

 お諮りします。本案については、お手元に配布のとおり、委員会条例第５条の規定により、

７人の委員で構成する議会広報編集特別委員会を設置し、議会広報編集発行について、これに付

託の上、期間は平成２８年１２月７日から平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続審査と

することにしたいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって本案については、７人の委員で構成する議

会広報編集特別委員会を設置し、議会広報編集発行について、これに付託の上、期間は平成

２８年１２月７日から平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続審査とすることに決定しま

した。 

 お諮りいたします。ただいま設置されました議会広報編集特別委員会の委員の選任につきまし

ては、委員会条例第７条第４項の規定により、藤本淨孝議員、新田健介議員、吉村忍議員、平野

和生議員、松井岑雄議員、新山玄雄議員、久保雅己議員、以上７名を指名したいと思います。御

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、よって、ただいま指名をいたしました７名の議員を、

議会広報編集特別委員会委員に選任することに決定しました。 

 それでは直ちに議会広報編集特別委員会の正・副委員長の互選をお願いいたします。 

 暫時休憩します。 

午後４時07分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後４時18分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 議会広報編集特別委員会の正・副委員長が報告されております。委員長に新山玄雄議員、副委

員長に藤本淨孝議員が互選されました。よろしくお願いを申し上げます。 

────────────・────・──────────── 

日程第３２．猪対策特別委員会の設置について 

○議長（荒川 政義君）  日程第３２、猪対策特別委員会の設置についてを議題とします。 

 お諮りします。本案については、お手元に配布のとおり、委員会条例第５条の規定により、

７名の委員で構成する猪対策特別委員会を設置し、近年、人災こそ発生していないもののイノシ
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シ被害が増大している。これ以上の被害を拡大させないためにも早急な対策が必要であり、議会

としてもどのように取り組んでいけばよいかの調査・研究について、これに付託の上、期間は平

成２８年１２月７日から平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続審査とすることにしたい

と思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、本案については、７名の委員で構成する

猪対策特別委員会を設置し、近年、人災こそ発生していないもののイノシシ被害が増大している。

これ以上の被害を拡大させないためにも早急な対策が必要であり、議会としてもどのように取り

組んでいけばよいかの調査・研究について、これに付託の上、期間は平成２８年１２月７日から

平成３０年１２月６日までとし、閉会中の継続審査とすることに決定しました。 

 ただいま設置されました猪対策特別委員会の委員の選任については、委員会条例第７条第４項

の規定により、藤本淨孝議員、新田健介議員、吉村忍議員、平野和生議員、尾元武議員、中本博

明議員、小田貞利議員、以上７名を指名したいと思います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認め、よって、ただいま指名をいたしました７名の議員を、

猪対策特別委員会委員に選任することに決定しました。 

 それでは直ちに猪対策特別委員会の正・副委員長の互選をお願いいたします。 

 暫時休憩をいたします。 

午後４時20分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後４時23分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 猪対策特別委員会の正・副委員長が報告されております。委員長、小田貞利議員、副委員長、

吉村忍議員が互選されました。よろしくお願いをいたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（荒川 政義君）  以上で、本日の日程は全部議了いたしました。 

 本日はこれにて散会をいたします。次の会議は１２月１６日金曜日、午前９時３０分から開き

ます。 

○事務局長（福田 美則君）  御起立願います。一同、礼。 

午後４時24分散会 

────────────────────────────── 


